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大阪大学 統括理事 / 副学長　　　　　　　　
共創機構副機構長　金田 安史

～ 世界の社会的諸問題を解決し、新価値創造にチャレンジする ～

はじめに
　個々人が幸福で心身ともに満ち足りた状態にあるだ
けではなく、生きがいを育む社会の実現にむけ社会寿
命を延伸する。そのために大阪大学は、目指すべき未
来社会の実現に必要な大学改革として、総合知による
新価値創造の促進を実施し、研究分野では、自由な発
想が芽吹く環境で新たな社会の創造に資する基礎研究
の推進、教育分野では、未来社会を切り拓く人材の育
成、経営面では、マネジメントシステムの変革に取り
組んでいる。
　また、研究成果の社会実装の、主要な軸として大学
の研究成果を活用したスタートアップの創出、いわゆ
る研究開発事業化のためのインキュベーションを実施
している。
　これらの取り組みを自己改革で行い、「社会の中の
大学」として多様なコミュニティとの共創活動を展開
し、目指す社会を実現するための課題探索・解決を図
ることによって、社会変革を先導していきたいと考え
ている。

大阪大学における産学官連携活動
　研究開発及びその後の社会実装においては、産業界
等社会との共創が不可欠であり、大阪大学では組織（企
業）対組織（大学）の大型共同研究を“Industry on 
Campus”で実施中である。企業の研究組織を大阪大
学内に誘致する共同研究講座・協働研究所制度は、本
気の共同研究をオンキャンパスで行うものであり、双
方の研究者が共同研究に専念し講座を運営・多方面な
産学協働活動拠点を形成及び基礎から実用化まで一貫
として研究を実施し、これら共同研究講座・協働研究

所が学内に 100 以上存在し、国内最大規模である。ま
た、民間企業からの研究資金等受入額（115 億 4,419
万円　2022 年度実績）も国内大学で 2 番目に大きい。
　産業界との共同研究と同じく注力しているのがベン
チャー企業の創出であり、大阪大学では、研究成果を
社会実装するための大学発ベンチャー企業を 252 社

（2023 年度実績）創出している。2014 年には大阪大
学 100％子会社として、大阪大学ベンチャーキャピタ
ル㈱（OUVC）を創設し、OUVC ファンドから、こ
れまで 52 社（2024 年 3 月末）に対して出資を実行し
た。OUVC ファンドには、1 号ファンド（約 125 億円、
2015 年設立）及び 2 号ファンド（約 107 億円、2021
年設立）が存在し、そのうち 2 号ファンドは、大阪大
学発ベンチャーに限らず他の国立大学発ベンチャーに
も出資可能で、神戸大学や広島大学等の大学発ベン
チャーへの投資を行っており、我が国全体の研究成果
の社会実装にも貢献している。
　また、大阪大学 100％子会社として 2022 年に大阪

社会と一体となり社会変革を先導する大学

吹田キャンパス上空写真

金田安史統括理事

　大阪大学は、新たな知と人材等を導入して社会
の閉塞感を打破し、社会システム改革を通じて「い
のち」と「くらし」を守るための強靭で持続可能
な未来社会を創造する教育研究を推進している。
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大学フォーサイト㈱を創設した。同社は、民間企業等
に対し、大阪大学の知見・教養等を活用しつつ、コン
サルタント事業及び人材育成事業（フォーサイトアカ
デミー）を実施している。
　大阪大学においてこれらの産学官連携活動が活性化
しているのは、2018 年に本学が社会との共創の好循
環に向けて整備した共創機構の役割が大きい。私が副
機構長を務めるこの共創機構では、キャンパス内に分
室を設け、機構のスタッフが教育研究現場（研究室、
部局産学連携担当部署）を訪問し、研究シーズの権利
化を早期に図るためのドアノック活動を行っている。
また、新たな社会的価値の創出に必要な課題探索・課
題解決のプラットフォームとして異分野の産産学の連
携による次世代社会価値創造事業などの活動を行うな
ど、産学官共創（共同研究、知的財産及びベンチャー
育成等）、地域共創及びファンドレイジング活動等も
進めており、社会と大学がその「知と力」を合わせて
新たな価値を「共創」する活動に取り組んでいる。
　共創機構の新たな取り組みとしては、本年 4 月、機
構内にグローバルマネジメントオフィスを新設し、よ
り一層の共同研究プロジェクト等のグローバル展開・
大型化を目指し、研究成果のビジネスデベロップメン
ト（新規事業開発）を強力に推進している。
　今後は、一層の社会変革を促進していくため、更に
共創機構を強化しつつ、大学の枠を越え、キャンパス
周辺及び大阪市内にも進出しサイエンスヒルズ（大阪
版シリコンバレー）を創設する。サイエンスヒルズで
は、関係自治体とも連携し、大学発ベンチャー及び関
係企業等、様々なステークホルダーも巻き込んだ研究・
共創の場とし、国内外から優秀な人材を迎い入れ、多
様な知が交わり、活気と創造性の富むコミュニティの
形成を行う。
　その他、共創機構の一大学に閉じない取り組みとし
て、産学共創に関する他大学との連携を推進しており、
我が国の学術研究ネットワークの構築や研究、産学共
創人材の連携に貢献している。特に、地域中核・特色
ある研究大学である金沢大学や岡山大学との間で共同
研究案件の創設等について定期的な連絡会を実施して
おり、関西圏だけではなく、他の地域の大学とも連携
強化を図っている。

むすび
　以上で述べた大阪大学の産学官連携活動のベース
は、大阪帝国大学の設立（1931 年）の際、「大阪にも
帝国大学を」と、大阪の政官、経済界がこぞって国に

働きかけ、市民や有志も設立のために寄付や支援を行
い、設立に至ったという歴史にある。「地元大阪と市
民の力によってつくられた大学」という特色を有して
おり、昔から関西地域（特に大阪）の産業界等とのシー
ムレスな関係を構築していた。
　今日の大学には、経済成長を支えることがより一層
求められている。最近の大阪大学の産学官連携の実績
は、我々の様々な試みが功を奏したものかもしれない
が、バブル崩壊後、民間企業における研究開発の実施
体力が著しく減退し、社会がその役割を大学に求めた
結果によるものであるとも言える。
　経済成長を促進するための重要な方策の一つは、ユ
ニークな研究から優れたシーズを生み出し新たな社会
価値創造を目指していくこと。もう一つはそこから社
会のイノベーションを起す人材を育てること。我が国
も国を挙げてスタートアップ創出を目指している。欧
米の例に見られるように、大学、企業及び金融等が近
接に集まるスタートアップのエコシステムが必要であ
り、東京への一極集中がますます加速していくなか、
社会システム自体を変革することが急務である。東京
にはリソースが集中している反面、社会システム変革
を興すには規模が巨大である。一方、関西は大阪、京
都、神戸と多様なアカデミアがあるという強みがある。
物理的に近接した関係性を大阪府下につくり、社会の
様々なステークホルダーとの共創活動を通じて研究成
果やアイデアの実証の場としながら社会システム変革
に繋げ、それを海外にも展開し地球規模の課題の解決
に貢献していく。これが “地域に生き世界に伸びる”
という大阪大学のモットーの実現である。今後も社会
背景は益々複雑になっていくが、私は、深刻な社会課
題の解決に果敢に取り組むため、大阪大学が持つ多様
な知を総合知につなげて、社会変革をリードする大学
としたい。
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大阪大学 理事 / 副学長
（研究、情報推進、図書館担当）

尾上 孝雄

情報通信技術を利活用した大学活動の高度化

はじめに
　大学の活動は教育、研究、産学連携、社会連携、国
際連携など多岐にわたっている。大阪大学は研究型総
合大学としてこれらの全ての活動を拡大活発化し、社
会の中で重要な役割を果たすことが要請されている。
　活動規模の拡大は、そこに投入される人的・金銭的
リソース量に応じて得られることが容易に想定できる
が、知の集積地・発信地たる大学では、より効果的な
活動を展開し、最大限の効果が得られるよう取り組ん
でいくべきである。
　ここで重要となるのはデータの利活用である。

“Data is the New Oil”と言われて久しいが、大学の
活動こそデータに基づいて実施し、今後の社会生活を
転換するための範とすることで、大学が社会の負託に
応えることが可能となる。即ち、大阪大学は、データ
駆動型社会の実現を、「データ駆動型大学」として自
ら先導することを目指して行く。これらの観点で行っ
ているさまざまな活動の詳細については、後述の各紹
介記事に譲るが、以下では情報通信技術を利活用した
大学活動全体の概要について述べる。

大阪大学の研究活動がめざすもの
　大阪大学には、3,000 人を超える研究者が在籍して
いるが、個々の研究者が知的好奇心に基づいた基礎研
究を実施することは、研究型総合大学として学術の進
展を牽引するために必要不可欠である。一方で、自身
の研究が如何に（広義の）社会に関係するか絶えず意
識することが社会を変革し、生きがいを育む社会を創

造するためには求められる。これらの研究活動は社会
のさまざまな組織と密に連携して実施することを目指
している。
　大阪大学では研究活動に情報通信技術を活かすさま
ざまな活動を遂行している。
　2016 年 4 月に設置したデータビリティフロンティ
ア機構では、「データビリティ」、すなわち、「利用可
能な超大量データを将来にわたって持続可能な形で、
しかも責任をもって活用すること」による新たな科学
の方法を探求し、人工知能をはじめとする高度な情報
関連技術を駆使し、生命科学、医歯薬学、理工学、人
文科学等の科学技術・学術の新たな地平を切り拓き、
さらには社会的、公共的、経済的価値の創造を促進す
るための学際研究を推進してきている。特に、2018
年度文部科学省 Society 5.0 実現化研究拠点支援事業
として採択されたライフデザイン・イノベーション
研 究 拠 点 iLDi（https://www.ildi.ids.osaka-u.ac.jp/）
は、パーソナル・ライフ・レコード（Personal Life 
Records：PLR）の活用を通じて、身体の健康、心の
健康、社会的健康、環境の健康を基軸に QOL の向上
をデザインし、ワクワクする未来社会の構築を目指し
て事業に取り組んでいる。データビリティフロンティ
ア機構は、同じく情報系研究者が集うサイバーメディ
アセンターと統合して、2024 年 10 月より D3 センター
としてデータ駆動型大学の活動を支える研究組織とし
て活動している。
　国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）と共
同で 2011 年に設置した脳情報通信融合研究センター
CiNet は、脳機能研究を深化させ、それらを応用して
脳科学に基づく新しい技術体系の構築を目指してお
り、文部科学省所管の国立大学内に総務省所管の研究
開発法人が研究棟を建設するという当時画期的な手法
で 2013 年 4 月に完成した研究棟に両組織から研究者
や学生が集って活動している。
　上述の iLDi と CiNet、さらに石黒浩教授のサイバ
ネティック・アバター研究は、その研究成果をできる
だけ早く社会に還元し、さらにユーザとなる一般市民
の方々のご意見をフィードバックして研究に活かすた

～ 「データ駆動型大学」の実現に向けて ～

大阪大学がめざす研究活動
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め、2024 年 9 月 に 開 業 し
たうめきた 2 期地区グラン
グリーン大阪内に活動拠点
である「大阪大学みらい創
発 hive」を設置し社会に
見える活動を行っている。
　大阪大学が世界に誇る世
界最先端研究機構の研究

拠点である、量子情報・量子生命研究センター QIQB
（https://qiqb.osaka-u.ac.jp/） で は、 国 産 量 子 コ ン
ピュータ 3 号機を設置するとともに、量子ソフトウェ
ア研究拠点として、ハードウェアからミドルウェア、
プラットフォーム、アプリケーションまで、量子コン
ピュータの利活用に係る研究にフルスタックで取り組
んでいる。また、文部科学省世界トップレベル研究拠
点プログラム（WPI）に選定されている、ヒューマン・
メタバース疾患研究拠点 WPI-PRIMe（https://prime.
osaka-u.ac.jp/）では、「ヒューマン・オルガノイド生
命医科学」と「情報・数理科学」を世界で初めて融合
する研究領域を創成し、個別化予防法や疾患の根治的
治療法の開発を目指している。

OUDX とその先へ
　「データ駆動型大学」を目指すためには、研究活動
に限ることなくさまざまな大学活動の変革が必要とな
る。大阪大学では、2022 年 4 月より、OUDX 推進室
を設置し、産業界での経験が長い実務家教員を採用し
て、デジタル・トランスフォーメーションを精力的に
進めている。
　OUDX の中核は、産官学のさまざまなサービスと
連携する日本の大学初のデジタル ID（OUID）を駆使
し、教育・研究のみに捉われず、大学に関連する全て
の活動をサイバー空間上のデジタルツインでサポート
することにある。教職員や学生といった大学構成員の
みならず、卒業生や連携プログラムを受講する小中高
生、共同研究企業や関連機関、近隣住民など、大阪大
学に係る全てのステークホルダーに対しても ID を付

与し、大学での活動に安心して関わることを可能とし
ている。
　OUID に基づき、OU 人財プラットフォームを構成
し、スチューデント・ライフサイクルサポートセンター 
SLiCS （https://slics.osaka-u.ac.jp/）で、入学前から卒業
後まで、一貫して支援する仕組みを構築していっている。
　研究実施 DX in Research については、サイバーメ
ディアセンターのスーパーコンピュター群である計算
基盤と接続した研究データ管理集約基盤 ONION を構
築している。ONION を、コアファシリティ構築支援
事業における研究機器のリモート化・スマート化、オー
プンサイエンス加速化事業での研究マネジメント統括
システムとも相互接続連携させることにより、研究企
画、実験実施から論文執筆、成果公開まで、研究者を
一貫して支援する環境が提供できる。
　大学経営に各種活動データを活用する試みとして、
大阪大学では、経営企画オフィスで自主開発した経営
企画 DX システム“ReCo”をさまざまな意思決定に
活用している。ReCo は、研究者の定量的分析に留ま
ることなく、若手研究者間の連携や社会課題解決に貢
献する分野横断型の研究プロジェクトの創成にも活用
されるなど、大阪大学の研究力強化を加速するうえで
必要不可欠なツールとなっている。

おわりに
　本稿では、情報通信技術を利活用した大阪大学の
さまざまな活動の高度化について概要を紹介した。
これらの試みは、大学執行陣、情報系研究者、URA

（University Research Administrator）を始めとするア
ドミニストレータ、大学活動を変革したいという強い
意思を持った職員など、多くの関係者が精力的に取り
組んできた賜物である。大阪大学が「データ駆動型大学」
をいち早く実現し、国内外の全ての大学のモデルとな
り、最先端の知見を活用して社会変革を先導できるよ
う、引き続き取組みを継続・加速化していきたい。

OUID と OU 人財プラットフォーム 経営企画 DX システム“ReCo”

大阪大学みらい創発 hive
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　未来型知的インフラ創造に向けて地域課題に向き合いな
がら最先端の科学技術を活用した持続可能な社会の実現を
目指しています。大阪大学 FICCT のプロジェクトをご紹介
します。

大阪大学先導的学際研究機構 
住民と育む未来型知的インフラ創造部門 
副プロジェクトリーダー　中村 昌平

住民と共に創る未来型インフラ：大阪大学 FICCT の挑戦

住民と育む未来型知的インフラ創造拠点
　我々、住民と育む未来型知的インフラ創造拠点

（Futuristic and Intellectual Co-Creation Town の頭
文字をとって通称 FICCT）［1］は、2021 年 JST 共創
の場形成支援プログラム（C

シーオーアイ ネクスト

OI-NEXT）に採択され、
2023 年 4 月に大阪大学に先導的学際研究機構に新設
された共創拠点です。大阪大学を中心として、企業や
地方自治体・市民等の多様なステークホルダーを巻き
込んだ産学官共創により、SDGs に基づく未来のあり
たい社会像を地域拠点ビジョンとして掲げ、その実現
のため「バックキャストによるイノベーションに資す
る研究開発」とそれを支える「自立的・持続的な拠点
形成が可能な産学官共創システムの構築」をパッケー
ジで推進しています。2024 年 9 月現在では、大学 10
組織、自治体 7 組織、民間企業等 30 組織から 250 名
以上が参画し、コンパクトな府域の中に、大都市エリ
アから郊外エリア、山間部エリア、港湾エリアなどの

多様なエリアが存在する大阪府を中心として気鋭の若
手研究者がリアルな社会課題に向き合い、世界最先端
の科学技術を活用した解決策をモデルケースとして国
内外に展開することを目標としています（図 1）。本
稿では、本拠点で取り組んでいる研究開発プロジェク
トと産学官共創システム構築のための取り組みをご紹
介します。

研究プロジェクト紹介
　本拠点では、20 を越える研究者が様々な未来型知
的インフラに関する研究を行っています。本項では拠
点の特徴的な研究プロジェクトを 3 つ紹介します。

❶ 埋設水道管老朽化対策
　日本各地で、老朽化した水道管の破損や漏水事故が
問題となっており、効率的な維持管理が求められてい

～ 産学官連携による地域課題解決と
持続可能な社会を目指して ～

図 1　大阪の地域課題を対象とした研究課題
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ます。特に埋設された水道管は目視による点検が難し
く、非破壊検査技術の導入が急務です。本研究プロジェ
クトでは、埋設管路用自律型リスク把握センサシステ
ムの研究開発を進めています。大阪市水道局と連携し、
マンホール下のバルブや消火口など、地表からアクセ
スできる付帯物と水道管の連成振動を利用した診断シ
ステムを開発しています。このシステムは、動電型ス
ピーカで振動を与え、その応答を IoT 振動センサで
計測することで、水道管の腐食や劣化を検知する仕組
みです（図 2）。柴

くにじま

島浄水場（大阪市東淀川区）での
フィールド実証や化学メーカーとの樹脂製管診断技術
の研究も進行中で、安定した水供給の確保と水道事業
体の経営改善が期待されています。この技術により、
水道インフラの維持管理が効率化され、社会的にも大
きな貢献を目指しています。

❷ 共創型地域交通の開発
　地域交通は、高齢化や人口減少に伴い、交通手段の
減少やアクセスの悪化が深刻化しています。特にバス
交通では、運転手の成り手も限定的となり住民の移動
手段が制限され、日常生活に影響を及ぼしています。
こうした課題に対処するため、本研究プロジェクトで
は住民主体の共創型地域交通システムの開発を進めて
います（図 3）。行政や業者に依存せず、住民が主体
となって課題解決に取り組むことで、地域に合った交

通手段を確立し、持続可能性を確保して住民の幸福度
を向上させることを目指しています。さらに、社会イ
ンパクト評価を通じて、住民参加型のインフラ管理へ
の意識改革を促進し、地域交通と都市インフラの共創
を推進するシステムを構築しています。

❸ 次世代感染症サーベイランスシステム　
　感染症の早期発見と拡大防止を目的として、メタゲ
ノム解析を用いた次世代感染症サーベイランスシステ
ムを開発しています（図 4）。従来の PCR 検査や抗原
検査と異なり、このシステムは、下水や空気などの環
境サンプルから病原体を検出し、未知の病原体や共感
染も網羅的に同定できる可能性があります。これによ
り、感染拡大の予兆を捉え、早期の対策が可能となり
ます。本研究プロジェクトは、保健所や自治体と連携
し、学校や高齢者施設や下水処理場などの様々な公共
施設で得られた環境サンプルをもとに感染拡大の予防
策として地域社会全体で感染症に対処するための基盤
として構築を進めています。

産学官共創システム構築に向けた地域密着型イ
ンキュベーション拠点
　現代社会において、産学官連携によるイノベーショ

図 2　埋設水道管のアクティブセンシング

図 3　共創型地域交通のイメージ図

図 4　次世代感染症サーベイランスシステムの流れ
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ンの促進は、技術の研究開発のみならず、社会課題の
解決にも大きな影響を与えるものとして注目されてい
ます。本項では、産学官共創システムの実現を目指し
た「地域密着型インキュベーション拠点」に焦点を当
て、その活動内容と意義について紹介します。
　まず、産学官共創システム構築の柱とすべく、「地
域密着型インキュベーション拠点」として SeekS ×
pot を 2023 年 11 月に天満橋駅直結の京阪シティモー
ル内に設置しました［3］（図 5）。この拠点は、スター
トアップ企業や地方自治体との連携を基盤に、地域の
特性を生かしたオープンイノベーションを活性化し、
持続可能なエコシステムを構築することを目指してい
ます。さらに活動を通じて、社会的課題に対応する技
術やサービスの開発が促進され、地域経済の活性化に
貢献することも目指しています。
　地域密着型インキュベーション拠点をノードとした
オープンイノベーションのポイントとして、「1 → 100
ブースト」が挙げられます。研究者の先端研究開発を
0 → 1 とした時に、その 1 の成果を実社会に橋渡しす
るために必要な機能を現場志向で整備した「1 → 100
ブースト」が自律的・自立的・持続的なイノベーショ
ンエコシステムにとって重要です。具体的には、①多
様な資金調達手段の確保、②継続的な開発テーマ掘り
起こし、③事業デザイン〜実装までの支援枠組み、④
自治体との早期連携強化の仕組みの 4 つの取り組みを
行っています。

①�多様な資金調達手段の確保では、通常大学発スター
トアップが調達を行う大学系ベンチャーキャピタル
に限らず、クラウドファンディングの枠組みや拠点
連携企業との CVC（コーポレート・ベンチャー・キャ
ピタル）の立ち上げを検討し、幅広い資金源を活用

してスタートアップ企業を支援する体制が整えられ
ています。

②�継続的な開発テーマ掘り起こしでは、拠点連携企業
との協働により、継続的に研究開発・事業開発イベ
ントを企画しています。具体的には、大阪大学の若
手研究者のプラットフォームである SAKIGAKE ク
ラブとの協働により、研究者と企業の相互交流を深
めています。

③�事業デザイン〜実装までの支援枠組みでは、伴走支
援の機能創出と強化を行っています。また、スター
トアップ支援を強化するため、EIR（Entrepreneur-
in-Residence）的な人材の活用を行い、研究者の研
究シーズを社会実装に結びつける起業支援を行って
います。具体的には事業デザインやファイナンスの
支援が提供されています。2025 年までに、EIR 人
材をさらに増加させ、起業支援のプラットフォーム
としての機能強化を図っています。

④�自治体との早期連携強化の仕組みでは、自治体と早
期に連携し、地域の課題に対応するための支援策の
ために、「インフラマネジメントに関するアンケー
ト調査」を実施し、1741 の基礎自治体を対象に、
先端技術の実装における課題や危機管理に関する情
報を収集しています。この調査結果を基に、支援策
を拡充していく予定です。

　このように、地域密着型インキュベーション拠点を
中心に、自治体や企業と連携した共創エコシステムを
さらに拡大し、各地でのスタートアップ支援や技術実
装の促進を加速していきます。

地域課題解決に向けたリビングラボの取り組み
　本拠点が推進する「共創ラボ［4］」は、地域社会と
共に課題を解決する「リビングラボ」のアプローチを
通じ、社会課題と技術革新を融合させたオープンイノ
ベーション活動を展開しています。「リビングラボ」
とは、住民を中心として、大学、企業、自治体が連携し、
地域の実生活を基盤に研究活動を行い、新たな技術や
サービスを実験・実証する場であり、現場に即した解
決策を生み出すプロセスです（図 6）。この手法により、
研究開発と社会のニーズを結びつけ、住民が直面する
現実的な問題に応じた柔軟なイノベーションが可能に
なります。

図 5　地域密着型インキュベーション拠点 SeekS × pot 外観
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　共創ラボの活動では、大阪府茨木市山手台地域 *¹
や大阪市住之江区咲洲地域 *² などを具体的なフィー
ルドとして、異なる地域が抱える課題に対して、リビ
ングラボ活用した取り組みを進めています。
　山手台は、バブル期には憧れの閑静な住宅地であっ
たものの、少子高齢化の進展により、バス便の減少と
高齢ドライバーの免許返納が進み交通手段の不足やそ
れに伴う医療施設へのアクセスの課題が生じていま
す。解決策のひとつとして、地域住民・自治体・大学
が協力し、バス停までのアクセスの改善のための実証
実験や医療施設に頼らないための住民同士の未病予防
のための活動が行われています。また、地域コミュニ
ティの維持と再生に向けた課題も顕在化しており、お
祭りを代表とした多世代が交流する取り組みの設計や
実施を行っています。
　一方、咲

さきしま

洲は、山手台と同様に住宅エリアでは少子
高齢化が進む一方でスポーツメーカーのミズノ社や総
合レンタル業の西尾レントオール社など企業の新規研
究所の設置が進むエリアがある珍しい地域です。立地
する企業と地域住民の共創を課題として活動を行って
います。企業の研究所を地域社会と共有し、住民との
協力による防災対策や新しい地域開発プロジェクトが
期待されており、企業の持つリソースを活用しながら
地域社会全体の発展を目指しています。
　共創ラボを通じて、住民・大学・自治体・企業が実
際の課題に即して協働し、現場からイノベーションを
創出する取り組みが進行中です。オープンイノベー
ションの場として機能する共創ラボでは、技術開発だ
けでなく、地域の持続可能な発展を視野に入れた社会
的価値の創造を視野に入れた取り組みとしています。
さらに、共創ラボは国内に留まらず、国際的な連携も
積極的に推進しています。例えば、海外のリビングラ

＜参考リンク＞
[1] 大阪大学 FICCT拠点 WEBサイト：https://miraiinfra.otri.osaka-u.ac.jp/
[2] �JST共創の場形成支援プログラム（COI-NEXT）WEBサイト：https://www.jst.

go.jp/pf/platform/
[3] SeekS× pot WEBサイト：https://seekspot.jp/
[4] 共創ラボ WEBサイト：https://共創ラボ .jp/

ボや研究機関との協力を通じて、地域課題に対するグ
ローバルな視点を取り入れつつ、新たなソリューショ
ンを模索しています。この国際的な取り組みは、地域
ごとの特性に合わせた解決策が地域固有のものかそれ
ともグローバルに展開可能なものなのかを検証できま
す。この検証作業を通じてリビングラボのアプローチ
自体の研究開発も行っていきます。

まとめと今後の展望
　本稿では大阪大学 COI-NEXT 住民と育む未来型知
的インフラ創造拠点の主な研究プロジェクトと産学官
共創システム構築に向けた取り組みを紹介しました。
今後老朽化していく日本の社会インフラの維持管理・
更新に向けて研究開発とその社会実装加速していきた
いと考えています。本稿を読んでこれらの活動にご興
味のある方はぜひ拠点事務局までご連絡いただければ
幸いです。

図 6　共創ラボでの産学官連携ステークホルダーの対話の様子

*¹ 大阪府茨木市山手台地域
　茨木市山手台は、大阪府北部に位置し、1970 年代に丘陵地帯を活かした大
規模住宅開発が行われました。静かで自然に囲まれた環境を特徴として人気を
集めましたが、現在は少子高齢化が進みいわゆるオールドニュータウンとなっ
ています。住宅地周辺には、彩都や万博記念公園なども近く、歴史的施設が豊
富です。近年周辺に安威川ダムが建設され、ダム周辺に設置されたダムパーク
など自然を生かしたレクリエーション施設が整備され、地域住民の交流や観光
資源として期待されています。

*² 大阪府大阪市住之江区咲洲地域
　住之江区咲洲は、1980 年代のバブル期に大阪湾の埋立地として開発された
人工島です。大阪南港とも呼ばれるこのエリアは、インテックス大阪や ATC（ア
ジア太平洋トレードセンター）などの大規模な展示・商業施設と大阪府咲洲庁
舎（さきしまコスモタワー）などのオフィスビルが立ち並ぶビジネスエリアと
住居エリアが混在しています。2025 年に予定されている大阪・関西万博会場
である夢洲に隣接しており、万博に関連する都市開発が進行中です。
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　2024 年 10 月 1 日に、「データ駆動型大学」を目指す
大阪大学の支援ミッションを行うべく、サイバーメディア
センターとデータビリティフロンティア機構が合流して
D3 センターとして発足いたしました。本稿ではその D3
センターおよび情報推進本部、情報セキュリティ本部、
OUDX 推進室等による ICT への取り組みを紹介します。

大阪大学 D3 センター 
センター長 　降籏 大介

データ駆動型大学を目指す
大阪大学を支えるD3センター発足へ

D3 センターの 3 つの目的へ

D3 センターの発足にあたって
　大阪大学は、教育、研究、経営に DX（デジタルト
ランスフォーメーション）を用いてデータを活用し、
さまざまな社会課題を解決する「データ駆動型大学」
を目指しています。この取組みを推進するため、情報
基盤を支えている「サイバーメディアセンター」（以
降、CMC）と、データビリティによる新たな科学手
法、すなわちデータによる研究 DX を探求する「デー
タビリティフロンティア機構」（以降、IDS）とを核
とした新しい組織「D

ディースリー

3 センター」（以下、本センター）
を 2024 年 10 月 1 日に創設しました。
　この“D3”にはセンター設立の目的を示す「Digital 
design（情報をデータ化・使えるように）」、「Datability

（ 高 度 か つ 膨 大 な デ ー タ を 解 析・ 使 い や す く ）、
「Decision intelligence（様々な意思決定を支援する）」
の 3 つの思い・キーワードの頭文字が埋め込まれてお
り、想定するミッションを表しています。これらは、
これまでに CMC と IDS が担ってきたミッションを
より発展させ、静から動へ、インフラ中心からデータ
中心へと大学の支援業務を進化させるものです（冒頭
の図）。まず、データの活用にはそもそも適切な、な
るべく膨大なデータ（ビッグデータ）の収集ないし
は生成が必要になります。それが Degital design で
す。そして、得たビッグデータを解析する必要があり
ます。これが Datability です。また、データを解析
して得られた情報を活かさねばなりません。これが 
Decision intelligence になります。これらのすべての
プロセスが有効に機能し、かつ、滑らかに繋がること
ではじめて「データ駆動」が完成するとわれわれは考
えています。

　これらのミッションを実現するために、2000 年 4
月創立で「サイバー」の名にふさわしくスーパーコン
ピューティングや ICT インフラの基盤などにおいて
時代の最先端を切り拓いてきた CMC と、2016 年 4 月
創立の「データビリティ」の名を体現する、身の回り
の社会生活から最先端科学まで広範な分野で生成され
るビッグデータの利用促進を担ってきた IDS と、こ
のふたつの組織を合従して連携する、15 の研究部門、
約 70 名の研究者を擁する組織として本センターを創
設するに至ったものです。
　そしてこの目的を達成するために、3 つのキーワー
ドにまたがる 3 つの主要なミッション「データ生成・
収集、データ解析、データ活用」を担うミッションコ
アを中心とし、その下部に 6 つのサブコアを設けて両
組織の部門を再編成します（図 1）。中心にはデータ
駆動コア統括コーディネーターを配置し、センターの
活動を牽引する機能を持たせます。

～ 研究、教育と大学運営に ICT をさらに活用してより良い大学へ ～

図 1　データ駆動のための組織構成
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　これらのミッションコアの役割は次の通りです。
❶�データ生成・収集コア（データ創成サブコア、ICT

インフラサブコア）: データ生成による社会実装推
進およびデータ収集

❷�データ解析コア（データ学理サブコア、研究 DX サ
ブコア）: データの解析および研究適用による新た
な学理の創出と研究 DX の推進

❸�データ活用コア（教育 DX サブコア、業務 DX サブ
コア）: データ活用による教育 DX および業務 DX
の推進

　ミッションコアが連携しデータの生成から活用まで
一貫したスムーズな流れを作り出すようにし、データ
が生まれて解析され、意思決定に役立つ、という大学
のデータ駆動をわれわれは推進します。

大阪大学のデータ駆動支援ミッションを支える
情報基盤
　ミッションを実現するためのハードウェア、インフ
ラストラクチャー等の各種実体と、それらを活かすた
めのソフトウェア的な活動業務が本センターにはあり
ます。紹介しましょう。
　まずは大阪大学の誇るスーパーコンピュータです。
図 2 は 2021 年 5 月から稼働開始したクラウド連動型
高性能計算（HPC：High Performance Computing）・
高性能データ分析（HPDA：High Performance Data 
Analysis）用の「SQUID（Supercomputer for Quest 
to Unsolved Interdisciplinary Datascience）」という
名前のスーパーコンピュータで（英単語 Squid は烏

イ カ

賊
のことですね）、汎用 CPU ノード群、GPU ノード群、
ベクトルノード群、大容量ストレージから構成され、
16.591 PFLOPS（Peta FLoating-point Operations 
Per Seconds, 1 秒間に 1015 回の計算ができること） の
総理論演算性能を安定的に提供できます。数値計算、
科学シミュレーションといった従来の HPC 分野に加
え、近年急速に需要が拡大しつつある機械学習、ディー
プラーニング、ビッグデータ解析といったキーワード
に代表される HPDA 分野の多様な計算ニーズを収容
します。

　図 3 は 2017 年 12 月に稼働を開始した、「OCTOPUS
（Osaka university Cybermedia cenTer Over-
Petascale Universal Supercomputer）」という名称の
総理論演算性能 1.463PFLOPS を有するスーパーコン
ピュータです。OCTPUS はスカラー型コンピュータ
であり（SQUID に比して）プログラミングの容易さ
等のユーザビリティを優先した作りとなっており、稼
働期間中の利用率が大変に高い、とても評判の良いシ
ステムになります（なお 2024 年 3 月末からリプレー
スのために稼働停止中ですが、現在次世代システムを
調達中です）。
　 そ し て 本 セ ン タ ー の も つ 特 徴 的 な シ ス テ ム と し
て ONION（Osaka university Next-generation 
Infrastructure for Open research and open 
InnovatioN）があります。これは SQUID と連携しつ
つ他からも各種規格で接続できるデータ集約基盤で、
利用者環境とスーパーコンピュータ間のデータ移動等
が簡単になります。スーパーコンピュータのアカウン
トを持たない学外の共同研究者の方と計算結果を共有
したり、スマートフォンからデータ操作したりなどの
柔軟な利用方法が可能なシステムです（図 4）。「デー
タ駆動」ミッションの基礎インフラとして期待してい
るシステムです。

　そして画期的なスーパーコン
ピュータが「データ活用社会創成
プラットフォーム mdx」（図 5）
です。広範な分野共通のプラット
フォームとして分野を超えたデー
タ科学や情報科学の知見、様々な
データやソフトウエアなどを連携

したデータ活用を目的としたものです。高性能計算機
と大容量ストレージを備え、国立情報学研究所が運用
する SINET と連携して広域からのデータ収集機能と
データ集積・処理機能を全国の大学・公的研究機関に

図 3　スーパーコンピュータ SQUID

  図 2　スーパーコンピュータ SQUID　　　図 3　スーパーコンピュータ OCTOPUS

図 4　多様な接続が可能なデータ集約基盤 ONION

図 5　データ活用社会
創成プラットフォーム

のスパコン mdx
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提供、さらにコミュニティを形成して分野・セクタを
横断したハブとなるものです。具体的には大学の情報
基盤センター等をはじめとする 11 組織からなるデー
タ活用社会創成プラットフォーム協働事業体が運用
し、仮想マシンによって各資源が提供されるという大
きな特徴を持ちます。その実システムは東京大学に 
mdxI が、大阪大学 D3 センターに mdxII が設置され
ています。
　次に、キャンパスネットワークの ODINS（Osaka 

Daigaku Information Network 
System, 図 6）を紹介しましょ
う。1986 年に稼働を始め、当初
は低速専用線で構築していたキャ
ンパス通信網も、ATM、FDDI、
ETHERNET 等のテクノロジを取

り入れ常に進化しています。近年ではブロードバンド
自体に対応したギガビットイーサネット網整備、キャ
ンパス無線 LAN システム、セキュリティ対策及び
安定運用を主眼に置いた 2008 年の第 5 期 ODINS の
後、セキュリティ対策の高度化等をはかった第 6 期
ODINS を 2013 年に整備するなど歴史を重ねており、
現在は第 9 期 ODINS となっております。外部接続は
SINET との接続を用いており、キャンパスネットワー
クとしては学内ルーティング、学内 VLAN 網整備、
IP アドレスおよびドメイン名（osaka-u.ac.jp）交付業
務、キャンパス無線 LAN、有線 LAN 認証、イント
ラネットワークの提供を行っており、また、セキュリ
ティサービスとしてファイアウォール、ネットワーク
侵入防止 / ネットワーク侵入検知、ウイルスチェック、
メールフィルタリング、学内サーバの監査などを行っ
ています。その他、ネットワークに関するコンサルティ
ング、ビジターアカウント発行、国際無線 LAN ロー
ミング基盤サービス（eduroam）対応等々、活動は多
岐にわたります。
　大阪大学の ICT セキュリティに関しては、総長直

属の最高情報セ
キュリティ責任
者（CISO：猪俣
教 授、D3 セ ン
ター兼務）のも
と、情報セキュ
リティ本部がそ
の業務を担って

おり、D3 センターの教員と兼務の形で（図 7）スタッ
フが稠密な連携をはかっています。情報セキュリティ
対 策 室 に OU-CSIRT（Osaka University Computer 

Security Incident Response Team）が大阪大学の情
報セキュリティインシデントに対処する体制として設
置されており、この OU-CSIRT は、本学において発
生した情報セキュリティインシデントに対し、その状
況を確認し、緊急措置の実施、復旧に係る指示または
勧告、そして各種の報告と情報共有を責務としていま
す。
　そして、本センターの活動として大変重要な、学際
共創研究活動を紹介しましょう。この活動は IDS の
活動を引き継いだもので、新たな科学の方法を探究
し、これまでの科学技術・学術分野の枠にとらわれな
い未踏の地平を切り拓くべく、データ駆動型の学際共
創研究を推進するという目的をもちます。企画室が基
盤となり、常に学内の 20 以上の他部局研究者と本機
構の専任・兼任研究者との研究マッチングを進め連携
の強化を図り、学際共創研究の発掘・支援を行う仕組
みです（図 8）。独創的な共創研究活動を支援するため、
平成 29 年度からは「IDS 学際共創プロジェクト」と
して独自の研究活動費配分も実施しました。令和 4 年
度からは、共創研究シーズの掘り起こしを加速するべ
く全学を対象に研究課題を公募し、意欲的かつ挑戦的
なテーマの共創研究提案の応募をうけ、審査を経て採
択・実施をしています。この活動はまさにデータ活用
コアのミッションの中核をなすもので、本センターの
活動の一つの柱です。

その他の全学への ICT 支援活動
　他にも全学の様々な ICT 支援業務を担っています
のでその一部を紹介しましょう。
　まずは情報処理教育環境や e-learning システムの
運用、 コンテンツ作成等による利用者支援（図 9）で
す。VMWareのVirtual Desktop Infrastructure（VDI） 
を用いて情報教育システムの維持、管理を行っていま
す。情報教育システムの同時接続は 800 以上のライセ
ンスを維持しており、教室外からも本センター提供の

図 6　ネットワークインフ
ラストラクチャ ODINS

図 7　最高情報セキュリティ責任者 猪俣教授

図 8　学際共創研究活動のためのマッチングシステム
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端末システムと同等のサービスを利用できます（持ち
込み PC の利用：BYOD, Bring Your Own Device）。
その際の円滑な接続、安定した環境稼働を確保すべ
く OS イメージ調整を定期的に行っています。また、
e-Learning コンテンツについては、「INFOSS 情報倫
理」、「情報倫理デジタルビデオ小品集」、「キーワード
で学ぶ最新情報トピック」「MS Office 自学自習ソフ
トウェアナレロー」等を整備し、全教職員・学生が利
用できます。
　また、複言語教育活動が本センターの特色ある活動
として挙げられます（図 10）。これは、アクティブ・ラー
ニング教室や学習場のデザイン指針のひとつである評
価システム（Learning Space Rating System）からみ
て多くの評価項目で高い評価を得られるであろう、本
センターの PLS（Playful Learning Studio）教室を中
心に行っているものです。ノート PC・タブレットを備
え、可動式什器、複数モニター等を用いることでプレ
ゼンテーションや協働学習、創造的な学習を行えます。

　この魅力的な学習環境は学生間の協働・共創を生み、
ICT 活用による学習環境の一つのモデルケースとし
て重要な位置づけをもつものです。
　また、スーパーコンピューティングに関するユーザ
支援活動も本センターの特徴です。年に 20 回以上の
利用者向け講習会・セミナーをはじめ、高度計算を必
要とする数学・物理学の研究者向けセミナーである

「セミナーシリーズ 物理学・応用数学の数値計算最前
線」活動などがあります。さらに興味深い活動とし
て、本センター、東京科学大学（旧東京工業大学） の
学術国際情報センター、そして理化学研究所の計算科
学研究センターが主催、情報処理学会と電子情報通信
学会の情報・システムソサイエティが共催で毎年 8 月
に開催するスーパーコン（SuperCon）があります（図
11）。これは 1995 年に始まった高校生向けプログラミ
ングコンテストで、大阪大学、東京科学大学（旧東京
工業大学） 、理化学研究所のいずれかのスーパーコン
ピュータを用いる大変贅沢なものです。課題は科学技
術分野から最先端の話題をわかりやすくしたもので、
実用的でもある実践的なものです。ほぼ 4 日間をかけ
て課題プログラムを作成しその正確さ・速度を評価す
るのですが、作成されたプログラムには優れたものも
多く、ICT 専門家である主催・共催・協賛組織の審
査員もしばしば驚愕します。
　このように本センターは多種多様な ICT に関する
ミッション・活動を行っており、本邦の学術、教育、
業務に関して積極的に活動していく組織です。大型計
算機センター発足からみれば 60 年以上の歴史ある組
織でありますが、その組織としてのありようと活動の
両方において、社会的要請を常に謙虚に受け止め、柔
軟に対応して変化していくこともまたミッションとし
ています。
　みなさまには今後とも、より一層のご支援を賜りま
すよう、よろしくお願いいたします。

図 9　大学教育を支える ICT 環境

図 10　教育環境の最新評価法に対応した言語教育教室

図 11　高校生向けプログラミングコンテスト
「スパコン」
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　Beyond 5G/6G のような ICT 技術の進化と、高度な
CPS（サイバーフィジカルシステム）による実世界の発展が、
デジタルツインを媒介として共進化するということについ
て考える。

大阪大学 D3 センター 
教授　下西 英之

実世界と情報通信の融合に向けて

はじめに
　共進化とは、生物学の用語であって、二つの異種の
生物が相互に関係し、ともに進化する現象である。技
術においても、高度な CPS（サイバーフィジカルシ
ステム）による実世界の発展と、Beyond 5G/6G のよ
うな ICT 技術の進化が、デジタルツインを媒介とし
て共進化するということについて考えたい。
　次世代の Beyond 5G/6G 時代では、人とロボット
の協働や自動運転社会に向けた高度な CPS の実現が
期待されている。例えば、人とロボットが同一空間内
で協働することができる協働ロボットが普及し、2027
年には 30% のロボットが協働ロボットとなると予測
されている。このような高度な CPS においては、ロ
ボットやドローン、自動車など様々な移動体が人々の
生活の中に入ってくるため極めて高いレベルの安全性
が求められる。他方、安全性一辺倒でロボットと人の
活動空間を完全に分離したりロボットを極めて低速で
動作させたりしては、CPS による実世界の発展は大
きく阻害される。
　このような高度な CPS を実現するためには、実世
界を認識し制御する AI/ML（Artificial Intelligence 
/ Machine Learning）技術、これを大規模かつ低消
費電力で計算するコンピューティング技術、実世界か
ら大量の情報を収集する通信技術、特に切れずに安定
して使える無線通信技術などの進化が不可欠である。
すなわち実世界での課題解決の進展は、これら ICT
技術の進化によって律速され方向づけられるともいえ
る。また、ICT 技術の進化も、ただ半導体の微細化
や大量の電力消費に頼るのではなく、実世界で起きて
いることと連動して効率よく ICT 資源を活用してい

くことも必要である。そのための媒介としてデジタル
ツインに期待したい。デジタルツインを用いて実世界
と仮想世界を高度に融合し、CPS による実世界のデ
ジタル化や制御とあわせて、ICT システムそのもの
の設計・制御の高度化を目指していく。

デジタルツイン
　デジタルツインは、自動車、ジェットエンジン、人、
ビルや町並みなど実世界に存在する様々な“もの”を、
仮想世界上で再現し、実世界との相互作用を実現する
ものである。工場、航空、コネクテッドカー、スマー
トシティー、スマートビルなどにおける様々な ICT
システム、特に高度な CPS を実現する上での重要な
技術として期待されている。また、対象となる“もの”
は必ずしも物理的な物体だけでなく、人間の感情・感
覚、空間内の電波の伝わり方、その場のコンテキスト
など実体のない様々なものまで想定されている。
　デジタルツインを用いて高度な CPS を実現し、そ
してその効率と安全性を両立するためには、いかに高
精度にデジタルツインを構築するかが一つの鍵とな
る。しかしながら、カメラや様々なセンサー情報を用
いて実世界のデジタル情報を得る際、またそれらを用
いてロボットを制御する際、計測 / 認識 / 推定 / 制御
等に含まれる誤差を取り除くことは現実的には不可能
であり、これを前提としたロバスト性が求められる。
そこで、デジタルツインを確率的に表現し、それをも
とに実世界をロバストに制御するための枠組みとし
て、確率的デジタルツインを提案している［3］。

～デジタルツインによる実世界と ICT 技術の共進化 ～

当研究室のデジタルモデル
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実世界のデジタルツインとネットワークのデジ
タルツイン
　Beyond 5G/6G のような ICT 技術の進化と、高度
な CPS による実世界の発展を、デジタルツインを媒
介として結びつけるため、図 1 のような Beyond 5G
アーキテクチャが提案されている［4］。これは、著者
らが Beyond 5G 推進コンソーシアムの白書分科会に
て、将来の技術の方向性として議論し、提案したもの
である［5］。ここで、「Real-world Digital Twin」は
実際の社会やサービスを構成する人やロボットなどの
オブジェクト、建物内や町などの 3 次元空間に対する
デジタルツインであり、「Network Digital Twin」は
ネットワーク資源やコンピューティング資源を含む
Beyond 5G インフラ、さらには無線電波伝搬環境な
どのデジタルツインである。
　このような 2 つのデジタルツインは、独立したも
のではなく相互に連携するものであり、共進化の関
係にあるともいえる。Real-world Digital Twin の構
築・制御のためには、遍在するセンサー等の機器を用
いて膨大なデータを収集して現実世界を仮想世界に投
影すること、また膨大なデータを分析・判断した上で
仮想世界から現実世界に作用することが求められる。
Network Digital Twin は、Beyond 5G インフラの状
態を把握するだけでなく現実世界の状況を見据えた上
で提供するサービスを最適化することが求められる。
　図 2 の上では、前記の確率的デジタルツインを
ヒューマン・ロボット・コラボレーションに適用した
例であり、自律型ロボットや自動運転等において実世
界の状況を確率的に理解し（障害物を中心としたグラ
デーションが確率分布を示す）、リスクセンシティブ
にロボット等を制御することで、安全性と効率を両立

するものである。さらに、図 2 の下では、実世界の確
率的デジタルツイン（ここでは人の存在の確率分布を
人を中心としたグラデーションで示す）と、ネットワー
クの確率的デジタルツイン（ここでは電波強度の確率
分布をアンテナを中心としたグラデーションで示す）
との両方を用いてロボットの制御を行う。同時に、こ
れら両方のデジタルツインを用いて無線ビームフォー
ミングやネットワークスライスへの帯域割り当ての最
適化なども行う。

研究室での研究例
❖ �複数カメラを用いた確率的な三次元トラッキング

手法の提案［6］

　三次元空間における人やロボットの位置のトラッキン
グを行うため、向きの異なる複数のカメラを用い、三次
元空間を確率空間と捉えることで確率的な位置推定を
行う。この際課題となる同一物体識別は、“マルコフ確
率場（Markov Random Field：MRF）”を用いた分類
問題として処理する。そしてここから得られる推定位
置の確率分布により、逐次的なベイズ推定（Bayesian 
inference）を用いたトラッキングを実現する（図 3）。

❖ �時空間ガウス過程回帰を用いた動的環境に おける
環境計測ロボットの制御［7］

　工場やオフィスなどで、温湿度や CO2 濃度、電波
強度などをリアルタイムに把握するため、移動ロボッ
トによって観測情報の収集を行う。本研究では、観測
対象地点の時間方向・空間方向の関係性を定義した時
空間ガウス過程回帰モデルを導入し、現在から将来ま
での各時刻・各地点の観測対象情報の不確実性が最も
小さくなるような観測経路を求めて移動と観測を繰り
返す手法を提案した（図 4）。

図 1　Beyond 5G アーキテクチャ
( 文献 [5] 図 6.2-1 をもとに再構成 )

図 2　確率的デジタルツインを用いて実世界とネットワークインフラを協調的に制御



 特集：UOsaka ICT Innovation

電波技術協会報 FORN － 2024. 11 No.36116

❖ ローカル 5G 環境におけるミリ波通信電波状況の
確率的推測［8］

　無線通信の信頼性を向上させるために、無線通信品
質の推測精度の向上だけでなく、不安定な電波環境を
考慮して推測誤差を許容する設計も重要となる。その
ため、受信電波強度のマップを確率分布として推測す
る手法を提案し、推測誤差を分散の形で可視化した（図
5）。また、確率的な推測結果を用いて、誤差によるマー
ジンを考慮したロバストな基地局設計に活用できるこ
とを示した。

❖ ドローン遠隔操作支援のための三次元電波状況の
可視化手法［9］

　ドローンは点検や物流などの幅広い分野で使用されて
いるが、電波などの肉眼では確認できない障害が原因で
事故が起こることがある。この問題に対し、ドローンカ
メラ映像に電波状況を可視化することで電波状況が悪い
地点を避けることができる。しかし、二次元的に可視化
すると電波状況の情報量が不足し、三次元的に可視化す
ると操作の邪魔になるという問題がある。本研究では情
報量が異なるユーザーインターフェースを実装し比較実
験を行った結果、⒝の等値線表示が最も危険回避と視認
性に優れていることがわかった （図 6）。

図 5　ミリ波無線通信環境の確率的な推測結果
( 左：各地点の受信電波強度の期待値、右：その確率分布 )

図 3　複数カメラを用いた三次元トラッキング

図 4　環境計測ロボットの移動軌跡と推定結果

図 6　電波環境可視化ユーザーインターフェース

　　　　　⒞　注意アイコン表示　　　　　　　　　　　　　　　　　　表示なし

　　　　　⒜　等間隔球体表示　　　　　　　　　　　　　　　　　⒝　等値線表示
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今後に向けて
　AI/ML の発展に伴い今後ますますデータの重要性
が高まると共に、本稿で述べたような実世界と情報通
信技術の融合に向けて様々なデジタルツイン（これも
重要なデータの一形態である）を構築し管理していく
ことの重要性が高まっている。そして様々な種類の
データを横断的に活用していくことで、新しい領域の
研究が生まれてくることが期待される。
　このようなデータ駆動型の研究開発を進めていく中
で、以下のように、我々は大学キャンパスの“場”と
しての可能性に注目している。大学キャンパスをデジ
タルツイン化し、リビングラボとして様々な研究開発
のための活用を目指す（図 7）。
◦�教育、研究、道路・建物、商店・レストラン、保育

園、病院など社会の縮図
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◦学生や地域住民、病院利用者等が生活する場
◦産・官・学が連携して新しい技術を生み出す場
　大阪大学はデータ駆動型大学を目指し、2024 年 10
月 1 日に「D3 センター」（Center for Digital design, 
Datability, and Decision intelligence）を創設した。
我々の研究室も D3 センターの一員として基盤整備や
データ駆動型の研究を推進していく。

まとめ
　本稿では、Beyond 5G 時代の高度な CPS を実現す
るための技術として、確率的デジタルツインについて
紹介した。

図 7　データ駆動型大学に向けて推進するキャンパスリビングラボ

大阪大学 D3 センター先端ネットワーク環境研究部門
大阪大学大学院情報科学研究科 情報ネットワーク学専攻 ユビキタスネットワーク講座
( 下西研究室 )https://www.ane.cmc.osaka-u.ac.jp/

　教授 1 名、特任教授 1 名、准教授１名、特任准教授 1 名、特任助教 1 名、秘書 1 名、博士後期課程学生 2 名、修士学生 12 名、
学部生 5 名の計 25 名の体制で、超高速ネットワーク Beyond 5G/6G 基盤技術、デジタルツイン、ネットワーク利用、学内ネッ
トワーク ODINS (Osaka Daigaku Information Network System) の運用支援に関する教育と研究に取り組んでいます。
　下西研究室では新たな社会“Society 5.0”の実現に向けて「デジタ
ルツイン基盤」「確率的デジタルツイン構築」「デジタルツイン応用」の
3 つのテーマで研究を進めています。
　「デジタルツイン基盤」研究では Beyond 5G/6G 通信のためにシステ
ム最適化技術として、無線電波状況の推定技術や分散型の AI におけるエッ
ジクラウドシステム最適化技術の研究を推進しています。「確率的デジタ
ルツイン構築」に向けては、3 次元の実世界をデジタルツインとして構築
することを目的に、機械学習やグラフィカルモデルを用いて多数の物体の
リアルタイムトラッキングを行う技術などの研究を行っています。「デジ
タルツイン応用」ではメタバース空間の構築や共有、AR デバイスによっ
て人間の行動に反映する技術の研究の研究開発を進めています。 本人は後列左から 5 番目
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　現実世界における人や車両・環境を仮想空間上に模倣し
て再現するスマートシティデジタルツイン技術を紹介し、
B5G を活用した新たなプロジェクトと今後の動向を述べ
る。

大阪大学大学院情報科学研究科教授 
（兼） 理化学研究所 計算科学研究センター チームリーダー
山口 弘純

B5G 時代の都市デジタルツイン

はじめに
　最近、「デジタルツイン」という言葉が多様な場面
で使用されるようになっている。デジタルツインと
は、現実世界の物体や環境を仮想空間で再現し、現実
世界では難しい性能試験や将来予測を仮想空間のリア
ルなモデルを通じて行う技術の総称である。もともと
は製造業において、機械の設計製造や性能改良、故障
予測などへの活用が想定されていたが、近年では、人
間の身体的・生理的な動きや機能を再現し疾病予測な
どに活用するバイオデジタルツイン、筆者の研究室が
開発している人間の軌跡把握と予測技術「ひとなび」
などのヒューマンデジタルツイン、気象現象の予測で
用いられる地球気候デジタルツイン、現場に到達する
ことが困難な宇宙空間における宇宙デジタルツインな
ど、多岐にわたる分野におけるデジタル化（Digital 
Transformation, DX）のキーコンセプトとして期待
されている。
　現実空間と仮想空間の連携に関しては、「サイバー
フィジカルシステム（Cyber-Physical System, 略称
CPS）」という概念が知られており、2016 年の第 5 期
科学技術基本計画で謳われている Society 5.0 では、
CPS を基盤として人々の幸福や社会の高度化に寄与

する新たな価値を創造することを目指している。CPS
は、実世界と仮想世界を「カップリング」し、現実世
界でのセンシングデータを仮想世界へ集約し、仮想世
界でデータ解析を行うとともに、有益な解析や予測を
行うことができれば現実世界へそれをフィードバック
する一連のループを構成し、社会課題の解決を図る。
デジタルツインはセンシング、エッジコンピューティ
ング、Beyond 5G、機械学習などに代表される様々な
要素技術を前提とする点で CPS と共通するが、デジ
タルツインでは対象とする物体や機械、システム等の
機能全体の仮想化やリアルタイムシミュレーションと
いった新しい概念を含む点で異なるといえる。
　近年デジタルツインが特に注目を集める理由とし
て、以下があると考えている。
❶センシング技術の高度化：高性能センサの小型化・
低価格化により、これまで困難だった詳細な実世界
データ取得が可能になった。特に光学・電波センシン
グの進化は著しく、新たな活用事例を生みだしている。
❷シミュレーションの高速化：スパコンやエンド端末
の高機能化が物理事象や振舞いのシミュレーションの
高速化に寄与している。AI により複雑なシミュレー
ション計算を代替し高速化するサロゲートモデル*¹
も注目を集めている。
❸ 3 次元可視化技術の進化：AI 需要により GPU の性
能向上が図られ、3 次元可視化エンジンの性能やユー
ザビリティが向上している。
❹ AI によるデータ需要の増加：機械学習は一般に大
量の学習データを必要とし、データハングリーといわ
れる。現実世界を模倣した仮想世界ではデータを自由
に生成でき、AI の学習やチューニングに活用できる。
　筆者が主宰する大阪大学・情報科学研究科のモバイ

図１　CPS とデジタルツイン

大阪市の車両流を再現した都市デジタルツイン

*¹�サロゲートモデルは、従来の物理計算モデルをニューラルネットワー
クで代替しより高速に結果を出力する AIモデル。
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ルコンピューティング講座、および理化学研究所・計
算科学研究センターの大規模デジタルツイン研究チー
ムでは、都市の主たる構成要素である人や車両の行動
や振舞いをセンシング・モデル化し、スマートコミュ
ニティ、スマートビルディング、高度交通システムな
どのデジタルツイン化を図る技術を開発している。本
稿ではそれらを紹介し、最近取り組んでいる統合型セ
ンシング・通信技術（ISAC）の研究開発も紹介する。

人間行動・交通のデジタルツイン
❶コミュニティのデジタルツイン
　コロナ禍を機にコミュニケーションの重要性が改め
て認識され、高齢者の孤立や家族間の分断を防ぐ試み
の重要性が増しているが、自然な空間共有を情報通信
技術で実現できれば、物理的距離を埋めて人と人との
つながりを構築・維持できる。今後の Beyond 5G 通
信や 6G 通信による高速無線ネットワークのメリット
を活かした実用化が望まれる分野である。
　我々は、個人の生活空間を直接センシングし、適
切なプライバシ制御のもとでそれを仮想空間に再現
し、共有することでコミュニケーションを促進する
技術の設計開発を情報通信研究機構（NICT）の委託
研究として実施している。同技術では、深度カメラ
や LiDAR、RGB カメラを組み合わせて空間を立体セ
ンシングし、得られた 3 次元点群データを遠隔の家族
や知人、あるいはコミュニティに送り届ける。3 次元
点群はモノや人ごとに分離され、どのモノや人を誰に
どのような品質で見せてよいかを細かく制御すること
で、自身のパーソナル空間情報を安心して提供できる
点が特長である。
　図 2 は 2023 年 11 月〜 12 月の 11 日間に大阪駅前の
展示施設で実施したデモの様子である。ソロキャンプ
に出掛けた人が、家のリビングで寛ぐ知人や家族と仮
想空間を共有し、離れた場所でも程よいコミュニケー
ションをとれるといったシナリオである。センシング
した 3 次元点群データは相手側に 3 次元データとして
表示され、VR ゴーグルなどを通じて自由な視点で見
ることができる。自分側の空間も同時にセンシングさ
れ、仮想空間上で双方の空間がリアルタイムに重畳さ
れる。これによりあたかも一緒にキャンプをしている
かのような空間共有感や臨場感も味わえる。プライバ
シ保護のため、人やモノの色情報を削除し単色の点群
に変えたり消し去ることも自由にできる。この最新の
デジタルツインによる未来の空間共有を述べ 333 名に
体験してもらった。なお、3 次元空間データは無圧縮

で 360Mbps 程度の通信帯域を要するが、人やモノの
重要度や移動頻度に応じた適応的圧縮技術を開発し、
4G（LTE）環境でも十分低遅延（200ms 程度）でデ
ジタルツインを実現できている。

❷大学キャンパスのデジタルツイン
　我々は、大阪大学箕面キャンパスにおける人流のデ
ジタルツイン化に取り組んでいる。大阪大学で文部科
学省 Society 5.0 実現化研究拠点支援事業およびダイ
キン工業株式会社との共同研究を通じ、大阪府箕面市
の北大阪急行箕面船場阪大前駅すぐのキャンパスビル
1 階から 6 階にかけて、70 台以上の LiDAR を廊下や
公共スペースに設定し（図 3）、リアルタイムで仮想
空間に人流を再現するデジタルツイン技術を開発して
いる。本技術は我々の研究グループが開発してきた「ひ
となび」とよばれるトラッキングシステムを基本とし
ている。
　図 4 は同キャンパスビルの複数フロアを移動する
人々をこのひとなびの技術で捉え、リアルタイムに可
視化した例である。LiDAR は物体の様々な表面点ま
での距離を cm オーダーで正確にリアルタイム測距で
きるため、その中から人間だけを認識し、その移動軌
跡をリアルタイムに処理・導出して可視化している。
　このデジタルツインは、リアルタイムに匿名の人々
の位置や移動を再現するだけでなく、現実世界と仮想

図 2　空間共有デジタルツインのデモの様子

図 3　LiDAR の設置例
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世界のカップリングに関する新しい概念を導入してい
る。具体的には、現実世界を移動する人々が本技術で
仮想空間にその行動を再現される際、自身の持つス
マートフォンと仮想空間で再現された匿名人物との紐
づけを行うことで、仮想空間上で自己位置を用いたア
プリケーションを実現するものである。これにより知
人や学生・教員が仮想空間内でコミュニケーションし
たり、ナビゲーションすることを可能にし、よりきめ
細かな空調制御やインセンティブによる食堂混雑回避
など多くの新しいサービスも創り出せる。現実世界と
仮想世界の新しいインタラクションを促進すると期待
される。

❸車両デジタルツイン
　より大規模な都市環境のデジタルツインについても
研究を行っている。ここでは、ある区域（地域や都市
区画）の一部の道路における車両通行をその道路脇に
設置した路側カメラで捉え、AI 解析で得られる車両
の通行パターンを解析しシミュレーションと組み合わ
せることで、区域全体の車両の行動を再現するアプ
ローチについて紹介する。兵庫県豊岡市の出石地区を
対象に、同市を観光で訪れる観光客で混雑する道路状
況を再現し、駐車場の分散や適切な誘導のための基礎
データを構成することを目的とした実証も行い、その
デジタルツインを構成している。
　図 5 に対象地区の道路ネットワークをモデル化した
様子を示す。この地区において、図 6 に示すように域
内 7 道路と 4 駐車場にカメラを設置し、車両検知と車
両トラッキングを適用することでカメラの視野範囲の
車両の移動方向と通過台数、および駐車場の入退場が
把握できる。これらのデータと道路ネットワークを組
み合わせ、可能性のある移動経路を推定し、シミュレー
ションで再現する。
　図 7 はシミュレーションで再現された車両流と実際
の車両の写真を並べたものである。これは地域中心部

の道路渋滞を捉えたものであるが、シミュレーション
でもその混雑が再現されていることが見て取れる。

人や車両のデジタルツインにおける課題
　今後、B5G や 6G における電波効率の向上が図られ
ることで、大容量の動画像や点群を扱う人や車両の
センシングによるデジタルツインの技術的な実現性
が高まると期待される。車両デジタルツインの有望
な応用先として自動運転があげられており、今後は
路側機やインフラと車両が通信する V2I（Vehicle-to-
Infrastructure）により、車両の位置や速度情報を把握
することで自動運転車両のスムーズで安全な制御を
支援することが考えられている。一方で、車載機器

図 4　キャンパスの歩行者人流の可視化

図 5　出石地区の道路ネットワーク

図 6　カメラによる車両センシング

図 7　現実空間の渋滞と仮想空間での再現
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を有さない車両を把握するため、カメラ、レーダー、
LiDAR などによる物体センシング機能を備えたイン
フラ型のセンシングも重要となる。国交省は車載・イ
ンフラ協調型（路車協調型）の自動運転支援を目指し、
交差点センサの技術仕様策定などを目指しているが、
これらの普及には膨大なコストが想定される。

B5G における統合型センシング・通信技術
　これに対し我々は、情報通信研究機構（NICT）の「革
新的情報通信技術研究開発委託研究」を受託し、B5G
において近年注目を集めている統合型センシング・通
信技術（ISAC）を活用するプロジェクト（Integrated 
Sensing and Communication におけるエッジモバイ
ルコア統合型制御方式の研究開発、代表：内山彰准教
授）を開始している。KDDI 総合研究所との協働プロ
ジェクトであり、主に車両を対象に、通信用の電波や
その通信インフラを車両の速度や存在検知に活用し、
いわゆる一石二鳥を目指す新技術を開発することを目
指している。
　B5Gでは、高周波数や広帯域幅の利用が可能なため、
ISAC は注目を集めている。ISAC はレーダーなどの
無線センシングと無線通信を同一基地局で実現するこ
とでハードウェアコストの削減と新たなサービスの創
出、センシング結果のフィードバックによる通信品質
を可能とする。特に、都市デジタルツインにおいて、
遍く整備された通信インフラを利用したセンシングが
実現できればコスト面でのメリットは大きい。現在、
ITU、 3GPP、 IEEE などで通信のみならずセンシング
に関連する標準化も進められており、期待の大きい技
術である。
　これに対し本プロジェクトでは、電波伝搬効果を
考慮したセンシングと通信の適応制御方式を開発す

る（図 8）。複数送信機からの電波干渉やマルチパス
などを考慮したセンシングモデルを考案し、近似アル
ゴリズムなどを用いて、アプリケーションに応じた通
信性能およびセンシング性能を達成するための通信用
電波、センシング用電波の時空間割り当てを適切に制
御する。また、コアネットワークやエッジノードでの
ISAC 制御処理用の資源配置最適化技術を開発し、セ
ンシングの計算処理を効率よく行うためのエッジ計算
基盤を導入する。シミュレーションおよび実証実験に
より ISAC 向け実証環境の構築と検証を行うことを目
指している。実証実験では大阪大学に整備されてい
るローカル 5G テストベッドや NICT が整備している
B5G モバイル環境テストベッドを活用しながら技術
効果を評価する。

おわりに
　本稿では特に人や車両のセンシングによる都市デジ
タルツインの実現技術を紹介し、B5G における電波活
用を目指した ISAC プロジェクトについて紹介した。

図 8　ISAC プロジェクトの概要

大阪大学大学院情報科学研究科 モバイルコンピューティング講座（山口研究室）

　人や車両・環境を捉えるセンシングによる行動院式や状況理解技術を中心に、サ
イバーフィジカルシステムやデジタルツインの実現技術を実施。
https://mc.net.ist.osaka-u.ac.jp/ja/

理化学研究所 計算科学研究センター 大規模デジタルツイン研究チーム ( 兼務 )

　「富岳」を活用した大規模デジタルツイン計算基盤を実現するための研究開発を実施。
https://www.riken.jp/research/labs/r-ccs/largesc_digitaltwin/ 

研究室の新人歓迎 BBQ の様子
（2024 年 5 月撮影、一番右で立っているのが筆者）



 特集：UOsaka ICT Innovation

電波技術協会報 FORN － 2024. 11 No.36122

　テラヘルツ無線通信の研究に着手して四半世紀近くに
なる。本稿では大阪大学での最後の 3 年間で取り組んだ
挑戦的研究について紹介する。

東京大学大学院理学系研究科
（大阪大学大学院基礎工学研究科・産業科学研究所（2024 年 9 月まで））
永妻 忠夫（大阪大学名誉教授）

サブテラヘルツ無線通信の研究

はじめに
　我が国では、2020 年より第 5 世代移動通信システ
ム「5G」のサービスが始まった。現在、次の世代と
なる「Beyond 5G/6G」に向けた研究開発が、2030
年代の商用化を目指して、世界中で活発化している。

「Beyond 5G/6G」で目指している性能指標のひとつ
である「高速・大容量」化は、「5G」の 10 倍から 100
倍、すなわち、100Gbit/s ～ 1Tbit/s もの伝送速度で
ある［1-3］。これを実現するための有効な手段のひと
つとして、広い周波数帯域を確保できる 100GHz ～
300GHz（サブテラヘルツ）の電波の利用が期待され
ている。さらに高速化のためには、周波数利用効率の
高い多値変調方式を用いることが有効である。
　ところで、筆者は、2024 年 3 月に大阪大学を定年
退職し 17 年間にわたり主宰してきた研究室を閉じた。
これまで本誌には、テラヘルツ波を用いた無線通信の
話題を 2 度寄稿させていただいた［2, 3］。本稿でご紹
介する内容は、その集大成として、研究室を閉じるま
でのおよそ 3 年にわたって行った研究で、超多値変調
によって世界最高の伝送速度の実現を目指したもので
ある。

多値化のブレークスルーへの挑戦
　筆者は、国立研究開発法人情報通信研究機構

（NICT）の委託研究、Beyond 5G 研究開発促進事業
機能実現型プログラムにおける一般課題「超低雑音信
号発生技術に基づく 300GHz 帯多値無線通信に関す
る研究開発」に、2021 年度（後半）より約 3 年間に
わたり代表研究者として取り組んだ。

　図 1 は、テラヘルツ波を利用した無線通信技術の
2021 年当時の状況（キャリア周波数と単一チャネル
当たりの伝送速度の関係）と本研究開発の目標を示し
たものである。マイクロ波と光波と境界領域に位置す
るテラヘルツ波の無線通信応用の研究開発では、電子
技術に基づく送受信システムと、レーザ、光変調器、
フォトダイオードといったフォトニクス技術を活用し
た送受信システムの 2 通りのアプローチがしのぎを
削っている。これまで後者が先行し、やがて電子技術
が追いつくという流れの中、両者ともおよそ 200GHz
～ 400GHz の周波数帯を利用し多値変調技術（後述）
を導入することによって、単一チャネルで 100Gbit/s
内外の伝送速度が達成されていた。
　筆者の研究室では、フォトニクス技術を活用した
送受信技術に軸足を置き、主に 300GHz 帯と 600GHz

～ 性能限界に挑戦 ～

図 1　研究開発の目標

早春の深夜、大学の無人の廊下を使った無線伝送実験
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帯の通信応用の研究開発に取り組んできた。そこで、
本委託研究のプロジェクトでは、フォトニクス技術を
活用したアプローチにおいて超多値化を阻む限界の
打破に挑戦し、最終的に、300GHz 帯で伝送速度 200 
Gbit/s で伝送距離 200m を達成することを目標とし
た。より具体的には、サブテラヘルツ信号源の低雑音
化、送信器の高出力化、受信器の高感度化のための要
素技術を開発するとともに、高利得アンテナを用いた

「ニアフィールド（近傍界）」領域（フレネル領域とも
呼ぶ）無線伝送技術を開発した。

多値化を阻む要因
　キャリア周波数信号（搬送波）の振幅、位相、周波
数を、情報信号に応じて不連続に変化させることを
ディジタル変調と呼び、一つの状態が続いている時間
帯をシンボルと呼ぶ。また、単位時間あたりに変化す
るシンボルの数をシンボルレート（単位は Baud）と
呼ぶ。多値変調とは、1 つのシンボルに多くのビット
を割り当てて、1 回の変調で多くの値を表現できるよ
うにするものである。例えば、16QAM（Quadrature 
Amplitude Modulation: QAM）とは、1 つのシンボ
ルで 4bit の情報（16=24）を送ることのできる変調方
式である。シンボルレートとビット数を掛けたものが、
ビットレート（単位は bit/s）に対応する。
　このディジタル多値変調（送信側）ならびに復調

（受信側）の正確さを視覚的かつ定量的に表現する手
段として、図 2 に示すような「コンスタレーション」
という図面が用いられる。ディジタル変調による情報
信号点を 2 次元の複素平面上に表現した図で、横軸を
搬送波と同じ位相の軸（Ｉ軸と呼ぶ）、縦軸を搬送波
と直交する位相の軸（Q 軸と呼ぶ）としている。ひと
つのシンボルで 0 か 1 のどちらか 1bit を送る場合を、
BPSK（Binary Phase-Shift Keying）と呼ぶ。ある時
点のシンボルでの信号点は、コンスタレーション上に
配置された 2 点の内のどちらか 1 点に存在する（図
2 ⒜）。これに対し、QPSK（Quadrature Phase-Shift 
Keying）では、一度に 2bit の信号を送ることができ、
コンスタレーション上で信号点が 4 つ存在する（図 2
⒝）。図 2 ⒞）が、上述の 16QAM のコンスタレーショ
ンであり、4bit の情報が合計 16 個の等間隔にならん
だ信号点群により表現されている。
　送信時と受信時でコンスタレーションが変化しない
ことが理想であるが、実際は、送受信器を構成する回
路の雑音、非線形性、非対称性などが原因で信号点の
位置がずれ、各信号点を正しく判別できなくなる。す

なわち、ビット誤りが生じる。図 3 は、キャリア信号（送
信側）あるいは局部発振器信号（受信側）の強度雑音
や位相雑音が増加した場合のコンスタレーションの劣
化を示したものである。そこで、本研究プロジェクト
では、多値化を極限まで追求するうえで、その根源と
なるサブテラヘルツ信号源の超低雑音化に挑戦した。

フォトニクス技術を用いたサブテラヘルツ信号
の生成
　マイクロ波発振器では、通常、高い Q 値（105 ～ 106）
を持った水晶を誘電体共振器として使い発振周波数を
安定化している。これに対し、光ファイバによる共振
器の Q 値は 3 桁以上高い（～ 109）。そこで異なる 2
つの波長（周波数）のレーザ光を光ファイバ共振器に
ロックさせ、このレーザ光をフォトダイオードで光電
変換すると、2 つの波長（周波数）差に対応した、極
めて高安定の高周波信号を生成することができる。こ
の原理を利用したサブテラヘルツ信号発生器が図 4 に
示す「ブリルアン発振器」である［4］。同図では、2
光波の周波数差を 300GHz に設定することで 300GHz
の信号を発生している。詳細は、文献［4］をご覧い

図 3　キャリア信号発生器の強度雑音と位相雑音が
コンスタレーションに及ぼす影響

図 2　コンスタレーションダイヤグラムによる多値変調の表現法
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ただきたい。
　最も重要な結果は、他に追随を許さない優れた振幅
雑音性能と位相雑音性能である（図 5）。光信号の CN

（キャリア対雑音比）は 67dB に達し、位相雑音は、
従来の最高性能シンセサイザと周波数逓倍器を用いた
場合よりも 30 ～ 40dB 低い。
 

無線伝送実験
　上述の超低雑音発信器を送信器（キャリア周波数
fRF）と受信器（局部発振器周波数 fLO）の双方に用い
たヘテロダイン検波システムのブロック図を図 6 に示
す。復調は、リアルタイムオシロスコープに内蔵され
ているオンライン・ディジタル信号処理を用いた。ま
た、図 7 は、このシステムを用い、大学の廊下（110m）
を利用して 214m 伝送を行った様子である。送受信器
を廊下の片方の端に配置し、反対側に反射鏡をおいて、
200m 以上の伝送距離を確保した。2 台のブリルアン
発振器は、廊下の中央の実験室内に置き、そこから光
ファイバケーブル（100m 長）を使って送信器および
受信器のフォトダイオードまで光信号を導いた。
　214m 伝送に用いたアンテナは、利得 60dBi のカセ
グレンアンテナ（開口径 : 520mm）である。遠方界
の距離 d は、 d=2D2/λ（D：アンテナ開口径，λ：波長）
で与えられ、周波数 275GHz において開口径 520mm

のアンテナを用いた場合、d は約 500m となる。従っ
て、214m の伝送距離では近傍界（フレネル領域と呼
ぶ）となり、受信電力の距離依存性が大幅に緩和され
た効率の高い伝送が可能となる［5, 6］。
　図 8 および図 9 ⒜は、伝送後のコンスタレーショ
ンである。図 8 において、Back-to-back（近距離）
で 252Gbit/s （64QAM）、214m 伝 送 で 220Gbits/s 

（32QAM）もの伝送速度（単一チャネルでの世界最
高値）が得られた。図 9 の 256QAM 変調では、256
ポイントの信号点が明瞭に観測できている。これ
は、40dB を超える受信 SN が得られていることから
も妥当な結果である。300GHz 帯無線通信において、
256QAM 変調で 100Gbit/s を超える性能（120Gbit/s）
を達成することができたのは、超低雑音信号源を送受
信器に用いた本研究が初めてである。

図 5　ブリルアン発振器の光スペクトラム⒜と位相雑音特性⒝

図 4　フォトニクス技術を用いたサブテラヘルツ信号発生（プリルアン発振器）

図 6　フォトニクス技術に基づく低雑音信号発生器を送受信に用いた
300GHz 帯無線通信システム（⒜送信器、⒝受信器）

図 7　214m 伝送実験の様子
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むすび
　本稿で紹介した研究プロジェクトでは、サブテラヘ
ルツ信号発生器の低雑音化だけでなく、送受信用半導
体デバイスの高性能化についても挑戦し、フォトダイ
オード出力の一桁向上、受信器用ミキサ感度の一桁向
上を達成している［7］。ぜひ、新たに開発した半導体
デバイスや諸技術を、テラヘルツ無線通信やセンシン
グの研究開発、さらには基礎科学の分野で役立ててい
ただければと思っている。
　振り返ると、200Gbit/s、200m 伝送を高品質で実
現するという目標を研究計画書で公言したものの、波
乱万丈で緊張感に包まれた 3 年間であった。ゴールに
たどり着いたのは、研究室を閉める、およそひと月前
のことだった。
　2007 年 4 月に大阪大学の教員として着任する 5 か
月前の 12 月、私は、採用面接の場で、尋ねられたこ
とをよく覚えている。当時企業の研究者であった私に、

「大学では、企業と違い、研究を行うのは素人の学生
である。企業でやっていたような研究はできないと思
うが、大学でどのように研究を進めようと考えている
か」という問いかけだった。しかし、今私は、学生の
皆さんが、それが誤解だったこと、杞憂だったことを
証明してくれたと思っている。20 代前半から 30 歳に

なるまでの若者には、計り知れないエネルギーがある。
挑戦的な研究を通して人間本来の成長欲求が刺激を受
け、社会人として旅立った後も、高いモチベーション
を維持し続け、自身の周りに存在する、様々な限界に
挑戦して欲しいと願っている。
　さて話は変わるが、本稿で紹介したプロジェクトと
並行して 3 年余にわたり挑戦した、テラヘルツ波応用
に関するもうひとつの研究テーマがある。NEDO ポス
ト 5G 情報通信システム基盤強化研究開発事業「ポス
ト 5G 半導体のための高速通信対応高密度 3D 実装技術
の研究開発」において、「高周波パッケージ導波路コ
ネクタ技術開発」というテーマで、300GHz 帯を使っ
たインターコネクト（有線通信）の研究を担当した［8］。
大阪大学では、産業科学研究所のフレキシブル 3D 実
装協働研究所（菅沼克昭所長）が実装技術を主導し、そ
のご縁で、2024 年 9 月まで産業科学研究所に籍を置か
せていただいた。ミリ波、テラヘルツ波の応用は、こ
のような通信分野に加えて、レーダやセンシングへの
応用が極めて有望である。今後、通信とセンシングが
融合した形で産業化が進んでいくものと期待される。
すなわち、同じ周波数帯の電波を共存させて活用する
時代になるであろう。総務省をはじめ、電波行政に携
わる方々の益々のご指導とご支援をお願いしたい。
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図 8　32QAM および 64QAM 変調時の最大伝送速度
（Back-to-back と 214m 伝送）

図 9　256QAM（120Gbit/s）のコンスタレーションと受信信号の SN
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　脳情報通信融合研究センター（CiNet）は脳と情
報通信の融合研究を旗印とする世界に例のない研究
センターである。大阪大学と情報通信研究機構が協
力して運営していることも大きな特徴である。その
最終目標は、「こころ」を持った AI、CiNet Brain 4.0
の開発である。

大阪大学大学院生命機能研究科 / 医学系研究科・教授
大阪大学 / 情報通信研究機構　脳情報通信融合研究センター・センター長　　
北澤 茂

こころを持った AI、
CiNet Brain の開発を目指して

情報理論は意味を捨てた
　情報理論を創始した Shannon の原典［1］の冒頭は
大変興味深い。Shannon は言う。
　「しばしばメッセージは意味を持っている。つまり、
それらは物理的な対象物、あるいは概念的なラベルと
何らかのシステムに基づいて関連している。しかし、
これらの意味的な側面は、工学的な問題において重要
ではない。重要なのは、実際のメッセージが可能な
メッセージの集合の中から選ばれた一つである、とい
うことだ。」メッセージの番号だけを問題にして、意
味は敢えて無視する、という宣言とともに情報理論は
スタートした。

情報通信技術の歴史は信号の符号化と復号化の
工夫の歴史
　情報通信ではメッセージの意味はまずは捨象され
て、無機的な「信号」とみなされる。これを通信の伝
送路の性質に合わせて変換する。これが符号化である。
送信された符号を受け取った受信側では、符号を元通
りの信号に戻す。これが復号化、である。限られた伝
送路の容量の中で、できるだけ正確に信号を伝えるに
はどうすればよいのか。そのための符号化と復号化の
技術が工夫され磨かれてきた（図 1 上段）。アナログ
放送のラジオであれば、音波の波形はマイクで電気信
号に変換されたのち、高周波の搬送波の振幅（AM）
や周波数（FM）の変化に変調（符号化）される。こ
の電波が受信機で復号化されて音に戻る。FM 放送の
方が AM 放送より音がきれいなのは、ノイズの影響

を受けにくい符号化だからだ。デジタル信号はもっと
ノイズに強いので、符号化のビット数を上げさえすれ
ば、さらにきれいな音が伝達される。

fMRI 法で脳を符号化器として用いる
　さて、脳も信号を符号化する。目、耳、皮膚、鼻、舌、
前庭器官から入力される視覚、聴覚、触覚、嗅覚、味
覚、平衡感覚の信号は、末梢神経といくつかの神経核
を経て、大脳皮質の広範な領域の活動を引き起こす。
神経細胞（ニューロン）は全か無か、つまり 1 か 0 か、
の活動電位を生じるから、全体として莫大な次元数の
符号化器とみなすことができる。しかし、ヒトの場合、 
ニューロン一つ一つの活動を記録するには限界がある。
　そこで用いられるのが、小川誠二博士が発見した
BOLD（Blood Oxigenation Level Dependent） 信 号
を使った機能的磁気共鳴画像法（functional magnetic 
resonance imaging, fMRI 法）である［2］。この方
法は脳活動に伴って活動領域に酸素を含んだ新鮮血
が流れ込み MRI 信号が増強されることを利用してい
る。そのため、時間分解能は秒のオーダーである。一
方、空間分解能は、初期には 3mm 角程度、最近では
1mm 角程度まで向上している。脳の容積を 1.3 リッ
トルとすると、この装置を使えば、全脳の活動を 130
万個程度の小領域（ボクセル）に分解して 1 秒ごとに
符号化できることになる。1 ボクセルにはおよそ 1 万
個のニューロンが含まれているので、ニューロンの局
所集団活動を時間平均した信号と考えて差支えない。
　因みに、小川博士は CiNet のアドバイザーを務め

吹田キャンパスの CiNet
 最先端の脳活動計測装置（MRI スキャナー 4 基と MEG など）を備える

脳と情報通信の融合研究拠点として 2013 年に整備された (https://cinet.jp/japanese/)
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てくださっている。そのおかげもあり、CiNet には研
究専用の MRI が 4 台も装備されている（冒頭の図）。
　さて、130 万ボクセルの「符号」から何を「復号」
するのか、それが問題である（図 1 中段）。

見せた画像を復号化する
　脳の fMRI 信号から、そのヒトが何を見ていたかを
世界にさきがけて再現して見せたのが、神谷之康博士
のチームである［3］。2005 年の研究では、後頭葉の
低次視覚野の領域の fMRI 信号から、実験参加者が見
ていた縞模様の方位（傾き）を当ててみせた。2013
年から CiNet で活躍している西本伸志博士は、2011
年に、留学先の Gallant 博士のラボで、脳活動から見
ている動画を再現（復号化）して、大きな反響を呼ん
だ［4］。

画像につけたラベルを復号化する
　さらに Gallant 博士のグループは映像につけた名詞
や動詞のラベルを復号化することに成功した［5，6］。
映像のラベルは Shannon が言う「概念のカテゴリー」
なので情報理論が一度捨象した情報の意味を回復する
試みとみなすこともできる。
　西田と西本はさらにこれを発展させて、テレビコ

マーシャル（CM）の映像につけられた「説明文」を
推定することに成功した［7］。たとえば、京都の旅を
勧める CM の「説明文」は「二人の女性が京都観光
しているようだ。伝統的な街並みがとても美しい。週
末の旅行のようだ。私も行ってみたい。」となっている。
説明文を書いたのは 46 名の一般人なので、説明文に
は CM を見たときの一般人の印象が反映されている。
単なる名詞や動作だけでなく、「伝統的な」とか「美
しい」という性質や状態、さらには「私も行ってみた
い」という意欲も表現されていることに注目されたい。
この CM の目的は視聴者に京都の街並みと旅行の魅
力を伝えて、旅行したいという気持ちを喚起すること
だから、得られた「説明文」は CM の製作者にとっ
てまさに狙い通りの内容といえるだろう。西田と西本
は fMRI 脳活動から CM を見た人が抱く印象や気持ち
を表現する言葉を推定することに成功した［7］。

CM を評価するために fMRI に入るのは大変だ
　CM を評価するためにこのシステムを使うには、数
名の参加者に MRI スキャナーの中で CM を見てもら
い、脳活動を計測する必要がある。しかし、これでは
労力の節約にはならない。印象を言葉で答えてもらう
方がずっと楽だ。そこで発想を転換した。MRI に入っ
てもらうことなく、標準的な人の脳活動を推定できな
いだろうか。幸い、CiNet には動画視聴時の脳活動デー
タが大量に蓄積されていた。これを活用して、動画を
見せたときの fMRI 脳活動データを推定するモデルを
作り上げた［8］。これが CiNet Brain 1.0 の誕生であ
る（図 1 下段）。このシステムさえあれば、CM を見
たときの標準的な fMRI 脳活動を推定し、推定された
脳活動から CM の「印象」を復号化することが可能
となる。CiNet Brain 1.0 があれば従来のモニター評
価は不要になる。

fMRI の脳活動には心の内容も反映されている
　「fMRI で計測した脳活動」を介して印象を復号化
するのは、何やら面倒に見えるだろう。そんな面倒な
中間表現を省いて、映像から映像のラベルを一気に推
定するモデルを機械学習で作ってしまえばよいではな
いか、と思われるかもしれない。しかし、実は深い意
義があるのだ。　
　実際に畳み込み神経回路（Convolutional Neural 
Network, CNN）で映像から「説明文」を推定する機
械学習モデルを作成したところ、その性能は CiNet 

図 1　CiNet Brain 1.0 
上：�古典的な情報通信理論ではできるだけ正確に速く大量の信号を送る

ことを目的として、伝送路の性質に合わせた符号化と復号化を工夫
した。

中：fMRI で計測した脳活動を「符号」として用いる研究が発展した。
下：�大量の脳活動データを使って脳活動を推定する符号化モデル (CiNet 

Brain 1.0) の開発に成功した。これを使えば、映像を見た人が抱く
印象（こころの内容）の推定が可能になる。すでに商用展開が行わ
れ 200 社以上の利用実績を誇る。
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Brain 経由の 2 段階変換に及ばなかった［8］。数万次
元の fMRI 信号で符号化した脳活動には、単純な物理
的な刺激の情報だけでなく、そこから私たちの心が感
じ取っている世界の質感・意味・内容が豊富に含まれ
ている。我々の心の内容が反映されているからこそ、
適切な変換（復号化）を施せば時には本人が気づきも
しない心の内側まで読み出すことができるのである。

CiNet Brain 1.0 はすでに社会実装されている
　CiNet Brain 1.0 は実は NTT データ株式会社との共
同研究によって生み出された。NTT データの側では
NeuroAI という名前が付けられていて、商用展開が
進んでいる。すでに CM 評価を始めとして 200 社以
上の利用実績がある（nttdata-neuroai.com）。

CiNet Brain 2.0 では時間分解能を向上させ
て五感を持たせる
　先述の通り、CiNet Brain 1.0 が立脚する fMRI 法の
時間分解能はせいぜい 1 秒である。15 秒の CM 全体
の印象評価としては十分な性能を発揮するものの、ロ
ボットの運動制御ができるかと言えば、心もとない。
CiNet Brain 2.0 では fMRI 信号だけでなく時間分解能
に優れた脳磁図計（Magnetoencephalography, MEG）
や、成瀬らが開発しているポータブル脳波計（冒頭の
図 , Electroencephalography, EEG）のデータも取り
込んで、時間分解能を向上させる。すでに、MEG を
利用して、脳波の 7 割のパワーを占める 10Hz のα波
に関する研究が進んでいる。例えば、天野らは、脳の
中では別の場所で処理される「動き」と「形」の情報
がα波の 1 周期ごと（0.1 秒ごと）に矛盾が生じないよ
うに調整を受けていることを示した［9］。10Hz のα波
は脳の情報処理を同期させるクロックとして機能して
いる可能性がある。
　さらに視覚と聴覚に限られていた入力を、触覚・味
覚・嗅覚を含む 5 感へと拡張させる。これまで視聴覚
に比べると研究が少ないヒトの味覚や嗅覚に関する研
究も進んでいる。最近黄田らのグループは、磁場の強
度が 7T（病院にある MRI は 1.5T または 3T。磁場強
度に比例して信号がきれいになる。）である高感度・
最新鋭の MRI を活用して「言語情報」が同じ匂い物
質に対する嗅覚皮質の応答を変えることを示して注目
を集めた［10］。これらの基礎研究の成果を2.0へのバー
ジョンアップに惜しみなく投入する。

CiNet Brain 3.0 では運動制御を実現する
　実は CiNet は運動機能の研究でも世界レベルにあ
る。運動学習に必要な誤差信号に関する研究成果は
世界標準の神経科学の教科書 Principles of Neural 
Science 第 6 版（2020）に図入りで掲載されている［11］。
最近羽倉らは、練習の成果を本番でも発揮するには、
本番と同じような不確実な状況で練習すべきであるこ
とを示して、日本心理学会国際賞を受賞した［12］。
内藤らのグループは老化とともに衰える身体能力を回
復するための画期的な訓練法を開発している［13］。
鈴木らのグループは硬膜外電極で記録した皮質脳波

（Electrocorticography, ECoG, 冒頭の図）を使って
外部機器を制御する Brain Machine Interface （BMI）
の開発研究を行っている［14］。実用化された暁に
は、運動障害に苦しむ人たちの福音になる技術開発で
ある。ヒトは、静かにテレビ番組を視聴するだけの
存在ではない。運動してなんぼの動物である。CiNet 
Brain 3.0 には身体の運動制御機能を獲得させる。

CiNet Brain 4.0 = こころを持つ究極の脳型 AI 
　CiNet Brain 4.0 にはヒトと同様の「こころ」を持
たせたい。ヒトの心については心理学の長い研究の蓄
積があり、その守備範囲はまことに広い。CiNet のメ
ンバーは時間知覚［15］、社会性［16］、顔認知［17, 
18］、などの多岐にわたる研究テーマについて、心理
学的なアプローチと脳活動計測や計算論的手法を融
合させた高度な研究を展開している。CiNet Brain 4.0
にはこれら一つ一つのの「こころ」の機能を定義して、
搭載していく。

情報最大化学習で脳型 AI に「こころ」を創発
させる
　しかし、無数とも思える「こころ」の機能を、一つ
一つ搭載していくのではキリがない。一網打尽にする
方法はないだろうか。
　私たちが生まれてから「物心」がつくまでの発達の
プロセスにヒントがあるに違いない。生まれたばかり
の赤ん坊は文字通り「無心」に世界を眺めて、手足を
動かして、泣いたり笑ったり、お乳を飲んだりしてい
る。それが、いつの間にか、寝返りを打って、ハイハ
イして、立ち上がり、1 歳前後で「パパ」「ママ」な
どと言い始める。言葉も 1 語文が 2 語文、3 語文になり、
3 歳にもなって生意気な口を利くころには「物心」が
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ついている。100 万枚のフラッシュカードで「ラベル」
を教え込まなくても、心は勝手に育つのだ。
　AI も同じだろう。脳によく似た人工神経回路を用
意して、ヒトによく似た身体を与えて、家族に囲まれ
て過ごしていれば、自然と「こころ」を獲得するので
はないか［19］。
　今を時めくChatGPTにも使われているTransformer
は水平方向に延びる「注意」のメカニズムを備えた画
期的な脳型 AI である［20］。その言語能力の高さは周
知の通りである。実は Transformer には画像を入力す
ることもできる。この場合は画像に対して注意を向け
る［21］。この Transformer の注意をヒトが視線を向
ける場所と比較して見たところ、通常の教師付学習で
画像分類を学習した Transformer の注意はヒトとは
随分異なっていた。一方、Facebook の Caron ら［22］
が開発した DINO（Distillation with no label）法と呼
ばれる自律学習法で、画像から得られる情報量を最大
化するような自律学習をさせると、ヒトにそっくりの
場所に注意を向けるようになった。「顔」という概念を
一切教えていないのに、ひとりでにヒトの顔ばかり見
るように「育つ」のだ［23］。ヒトの脳に似たハードウェ
アを持つ脳型 AI に、ヒトの発達過程と同じ「自律的」
な学習をさせると「こころ」が創発する可能性は十分
にある（図 2）。

CiNet Brain 4.0 開発の意義
　フランス生まれの哲学者デカルトは、「こころは脳
に宿る」と喝破した［24］。しかし、どのように宿る
のかについては「後で述べる」と言い残したままで
ある。脳型 AI にこころを宿らせようとする CiNet 
Brain 4.0 の開発は「こころが脳に宿る」とは何を意
味するのか、その本質に現代的な回答を与える可能性
がある。
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図 2　CiNet Brain 4.0
１２層に限定した脳型 AI に身体を持たせ、できるだけヒトの生後発達に近
い環境で自律学習させることで、ヒトに似た「こころ」を創発させる。ヒト
に似た「こころ」と身体を持った脳型 AI は、安心・安全な AI としてヒトの
日常生活に違和感なく入り込むことができるだろう。

　また、CiNet Brain 4.0 の開発はヒト脳のサイズに
限定して進める。現在の ChatGPT4 は数百層の巨大
モデルだが、ヒトの脳は高々 12 層なので、12 層の
脳型 AI にヒトのこころの機能を創発させる（図 2）。
ChatGPT4 の 1/100 のサイズに小型化することで、圧
倒的な省エネを実現する。また、数百層の AI に比べ
ると能力も人並みにとどまるだろうが、実は、その「人
並み」であることが安心につながる。いずれ発達する
ヒト型ロボットの頭には「CiNet inside」のシールが
貼られている、そんな未来を実現させたい。
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　生体や脳は優れた環境適応性を持つ。地球上の生物はこ
れまで 37 億年の間、大小さまざまな環境の変動のなか変
動に適応し生存し続けてきた。ここでは、そのような生物、
特に人の脳の優れた特性に学ぶ情報通信技術について紹介
する。

大阪大学大学院情報科学研究科
情報通信研究機構／大阪大学 脳情報通信融合研究センター
村田 正幸

生体や脳に学ぶ情報通信技術

研究の背景
　本稿では、これまで取り組んできた「生体や脳に学
ぶ情報通信技術」を紹介する。インターネットや移動
体通信ネットワークは、情報通信技術の発展による高
速化や大容量化に支えられ、今や水道や電気と同じよ
うに、日々の生活や社会活動、経済活動になくてはな
らない社会インフラになっている。しかし、ネットワー
ク障害は絶えず発生している。総務省から毎年公表さ
れている「事故発生状況」［1］（通信サービス停止の
継続時間や影響のあった利用者数の規模によって「事
故」（＝障害）の程度が定義されている）を見ても、「重
大な事故」は近年減少傾向にあるが、それより軽微な
事故は毎年、数千、数万の規模で発生しており増加傾
向にある。障害の原因として、単独の通信機器故障は
わかりやすいが、ネットワークが大規模化し相互接続
されるようになって、連鎖故障等、障害の影響が相互
に及ぼし合う状況も生まれている。さらに、近年の通
信機器のホワイトボックス化やネットワークのソフト
ウェア化によって、原因の特定はさらに難しくなって
いる。このような状況で誤動作のないソフトウェアを
作ることは難しい。一言で言えば、「デバグの難しさ」
である。さまざまな状況を予測して動作検証しなけれ
ばいけないが、その予測自体が難しい。
　障害があっても動作し続けるトラスタブルなネット
ワーク（信頼に値するネットワーク）をどのように実
現するか、それが本稿で紹介する研究のきっかけであ
り、そのために生体や脳の動作原理に学ぶというアプ
ローチをとった。冒頭に述べたように、生物はこれま
でも環境変動に耐えて生存し続けてきた。予測困難な
環境変動に対しても適応性を持つ生体に学んで情報通
信システムの設計原理を見出したい、というのが出発

点である。
　なお、予測の可能性から困難性、さらに不能性の 3
つの段階を考えてみると、予測不能な状況が発生した
場合に、故障があっても必ず動作し続けるシステムを
作るというのは少し無理がある。しかし、人の脳を考
えてみると、まったく予測できなかった状況に対して
最初は対応できなくとも、対策を学習していくことは
可能である。それが後述する、人脳に学ぶ情報処理技
術である。
　以下、情報ネットワークを対象とした環境変動に適
応的に動作する「ゆらぎ制御」と、それを拡張して従
来の機械学習技術に比して飛躍的な計算時間短縮と省
エネを実現する「ゆらぎ学習」について紹介する［3］。
いずれも、時間変動のある環境に対して適応的に動作
して解発見を行うという点が共通する。

脳や生体の環境適応性：ゆらぎ原理
　生体は、分子レベルから細胞・個体レベルに至る階
層構造を持ち、動的かつ複雑システムである。このよ
うなシステムを決定論的手法、例えば、起こり得る状
況をあらかじめすべて列挙してそれぞれに対する対応
策をプリプログラムすることによって、厳密に制御し
ているとは考えにくい。これは先述のデバグと同じで
ある。生体はこのような厳密さを追求するのではなく、
生来的に持つゆらぎやノイズを遮断せず積極的に利用
して高次元システムを制御するシステムであると、大
阪大学の研究者グループは考えた［1］。そして、この
ような生体システムの「ゆらぎ原理」を、分子レベル
から細胞や脳の研究成果によって一般化した「ゆらぎ
方程式」として定式化した。

～ ゆらぎ原理からゆらぎ制御、ゆらぎ学習へ ～

脳の認知機能モデル
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　システム状態 x に対して、関数 f（x）はポテンシャ
ル関数 U（x）に対して f（x）=-dU（x）/dt の関係があ
り、アトラクタを複数持つ制御構造を表す。特徴的な
のは、αによって環境変化に応じて現在のポテンシャ
ルが変調され、ηとの組み合わせで、ゆらぎによるア
トラクタの選択を実現している点である。
　ゆらぎ方程式は、次のように働く（図 1）。システ
ムの構造が複雑な場合や環境が変動する場合、正確に
f（x）を定めることは難しい。f（x）が局所解に陥る可
能性もある。ゆらぎ方程式では、αは現在のシステム
状態の「良さ」を表し、αが小さいときはノイズηが
支配的になって局所解を乗り越えて広く探索する。真
の解（アトラクタの内のひとつ）に近づくとαが大き
くなっていき、その近傍での探索が行われる。f（x）
をどう設計するかは問題依存であるが、極論すればど
のような形でも構わない。もちろん、その場合には探
索効率は悪くなるが、現時点のαを用いることによっ
て真の解に到達できることがポイントである。いった
ん最適解が得られれば、それを元に f（x）を更新する、
すなわち「学習」も可能になる。これは、人を含む生
物の場合には遺伝的な淘汰によって過去に経験した環
境に適応可能な f（x）を持っていると解釈することも
可能である。また、1 個体の場合には発達と見ること
も可能である。

環境変動に適応動作する制御：ゆらぎ制御
　対象となる人工システムが小規模であれば、そのモ
デル記述が可能で、制御目的も明確に定まる。そのた

め、決定論的制御で対応可能である。しかし、人工シ
ステムは今、ますます大規模複雑化し、決定論的制御
による制御可能な範囲を超え、さらに外的・内的環境
の変化が複雑に関係する高次元なシステムになってい
る。その代表例が情報ネットワークである。従来の、
例えば、第 3 層経路制御や第 2 層スライス構成制御で
は、現時点のユーザ通信量を与え、ユーザ性能を最大
化するための最適化問題として定式化し、ネットワー
ク資源割当量を決定する決定論的制御が一般的であ
る。しかし、ネットワークはそもそもユーザ利用の予
測が困難な開放系であり、ユーザが発生する通信量が
固定的に与えられるという仮定そのものが成り立ち得
ない。たとえ、そのような仮定を認めたとしても、ネッ
トワークの大規模化により、最適解を求めようとすれ
ば膨大な計算資源を必要とする。通常、経路制御や帯
域割当制御等のネットワーク制御問題において厳密解
を得ようとすれば、ノード数 N に対して N³ あるいは
N⁴ に比例した計算量が必要になる。
　そこで、ゆらぎ原理をネットワーク制御に適用した

「ゆらぎ制御」を考案し、ゆらぎ制御の理論的展開か
らネットワーク制御応用まで取り組んできた。ゆらぎ
方程式を以下のように読み替える。

ノイズはゆらぎ原理では自発的ゆらぎと解釈される
が、応用の観点からはノイズを意図的に加えることに
よって局所最適解からの脱出を担う。
　実証研究についても、情報通信研究機構（以下、
NICT） の受託研究開発「脳や生体の動作原理に基づ
く光通信ネットワーク制御基盤に関する研究開発」

（2012 年～ 2014 年）等において、キャリア企業との
共同により、環境変動に適応する光通信ネットワーク
の仮想ネットワーク（スライス）制御を対象に実施し
た。アトラクタをノイズ駆動によって探索することに
より、環境変動があった場合にも即時に適応し、現時
点において最適なスライス構成を求めるものである

（図 2）。対象規模にも依存するが、シミュレーション
実験によって例えば 1,000 台ノードのネットワークに
おいて全体最適化手法に比して制御時間を 1/1,000 以
下に短縮できることを明らかにした。また、実機を用
いた実証研究においても、小規模実験ではあるがその
効果を確認し、多重障害であっても数分で復旧可能で
あることを確認している。

図 1　ゆらぎ方程式による解探索
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新しい脳型機械学習：ゆらぎ学習
　機械学習、特に深層学習は 1980 年代の神経回路を
応用した技術であるが、近年、計算処理技術の飛躍的
発展により、深層学習を中心に様々な手法が研究開発
され、深層学習やさらに最近では生成 AI 等、特に画
像認識や自然言語処理の分野で大きな成果を挙げ、産
業応用も盛んになされている。そのためには大量デー
タによる学習が必要であるが、適用分野によっては学
習のための大量のデータを準備すること自体が困難で
あることも多い。
　機械学習の適用先としてネットワークを考えた場
合、ネットワーク環境の内的・外的変動があった場合
には過去のデータと学習結果が使えなくなるという根
本的な問題があり、継続的に利用するためには再学習
も必要になる。深層学習の分野においてもこれらの問
題解決手法がさまざまに試みられているが、神経回路
網に倣う機械学習技術というその成り立ちにおいて解
決困難な問題も多い。そのため、ノイズを含んだ知覚
情報を巧みに処理して短時間で意思決定を行う脳の情
報処理機構に再び学ぼうとした。
　それが、最新の脳科学における環境認知や識別の理
論に基づいた推論と意思決定モデル（冒頭の図）に基
づいた「ゆらぎ学習」である。既存の脳の認知モデル
である Bayesian Attractor Model［4］をベースに、
ゆらぎ制御を拡張した（図 3）。ゆらぎ学習は、❶脳
の知覚情報処理に学び、知覚情報すなわちセンシング
データに対する雑音耐性を有する、❷アトラクタの事
前準備により大量データを用いた学習を必要とせず
に、アトラクタへの引込により短時間で確信度による
意志決定が可能である、❸短時間処理が可能なので実
時間フィードバック制御も可能になる、といった特徴
を有する。

　
　
　
　
　
　
　
　
　

　NICT の受託研究開発により、キャリア企業との共
同で、実世界の変動に適応するスライス再構成制御の
研究開発を実施した後、総務省委託研究開発「人間の
脳の認知メカニズムに倣った脳型認知分類技術の研究
開発」（2017 ～ 2019 年度）では、医学や脳科学の研
究者との共同により実施した。ゆらぎ学習の高度化と
して、アトラクタ選択後に優れた結果を得られた場
合、それを新規アトラクタとして自動生成する、ある
種の発達機能の研究に取り組んだ他、同プロジェクト
参画の研究者により、ゆらぎ学習の統合失調症診断応
用において 40 人程度の眼球運動特徴の学習量で 80％
以上の診断精度が達成できることが示された。これは
一般的な深層学習に比して、精度は同程度を維持しな
がら、3 桁程度のデータ量削減を達成するものである。
さらに、総務省委託研究開発「脳の仕組みに倣った省
エネ型の人工知能関連技術の開発・実証事業」（2021
～ 2023 年度）においては、特にゆらぎ学習の省エネ
効果に着目した実証研究として、電炉制御への応用等
を推進した。実用化のために、現在も電炉を有する企
業への展開を図っているところである。

図 2　ゆらぎ制御による仮想ネットワーク選択

図 3　ゆらぎ学習の計算モデル
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残された課題
　解決すべき課題はまだまだ数多い。以下、2 つ紹介
するが、いずれもゆらぎ学習の拡張によって解決可能
であると考えている。
　脳の認知機能として「Fast & Slow」「システム 1/
システム 2」と呼ばれるものがある。危険に繋がるよ
うな状況判断はごく短時間で行い、その後、じっくり
考える、といった 2 段階の認知である。情報通信技術
への応用を考えれば、急激な環境変化に対してはシス
テム 1 を模擬し、大域判断が必要な変化に対してはシ
ステム 2 のメカニズムを模擬して時間をかけて処理す
ればよい、ということになる。これは合理的にも思え
るが、一方で、素早い判断のために、いわゆる認知バ
イアスに繋がることも知られている。人脳は、当然万
能ではない。脳機能に学ぶ情報通信技術を実現するた
めには、このような脳の限界もよく理解しておく必要
がある。
　AI の実現という観点からは、例えば、サイバネティ
クス・アバターのように仮想世界上に、人と同じよう
に振る舞い行動するアバターを実現するという手法も
あるが、一方で、実世界の人の活動を支援する AI の
実現も不可欠である。現状の AI は、大量データの学
習によって「多数の」「平均的な」解答を提供してい
るに過ぎない。しかし、人はさまざまな活動において
多様である。人の活動を支援し協働する AI を実現す
るためには、脳の限界だけでなく人の多様性を理解す
る必要がある。これによって初めて、「人に寄り添う
AI」が実現できると考えている。

おわりに
　これまで、主として進化生物学や脳科学に学ぶ情報
通信技術に取り組んできた。いわゆる融合研究である。
しかし、例えば、脳科学における新しい発見も、少な
くとも機能レベルにおいて工学応用を考えると当たり
前のように感じることも少なからずある。しかし、そ
のような発見に至る過程において研究者のさまざまな
試行錯誤があり、知見が蓄積されている。ある専門分
野で長年研究を続けていると、発想の固定化がどうし
ても生じる。「（過去の自分の経験に基づいた）この問
題はこうすれば解ける」という固定化である。まった
く異なるアプローチ、扱う分野を拡げていくために、
発想の転換を促すきっかけになるのが異分野の研究者
との交流で、それが融合研究の本質かも知れないと感
じている。

大阪大学大学院情報科学研究科　先進ネットワークアーキテクチャ講座（村田研究室）
https://www-mura.ist.osaka-u.ac.jp/

　村田研究室は 1999 年にネットワー
クアーキテクチャの研究に取り組む研究
室として生まれました。最近では、本稿
で紹介した脳や生体に学ぶ情報システム
以外にも、Beyond 5G/6G 技術やそれ
を活用した技術として CPS やデジタル
ツインの研究にも取り組んでいます。ま
た、脳機能自体の研究も始めています。
例えば、デジタルウェルビーイングに関
連する研究では、ウェアラブルセンサー
や EEG を用いて取得した生体情報から人の心理状態を推定した結果によっ
て環境制御を行い、人が心地よく過ごせる空間の実現に取り組んでいます。
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2024 年 3 月コロナ禍明け久しぶりに研究室の謝恩会を再開しました。
（筆者：後列左から４人目）

2024 年 4 月コロナ禍明け
久しぶりに花見を再開しました。
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■猛暑に疲れた身体を癒しに、秋の 3 連休は初キャンプに
行きました。シュラフ、椅子は必須！昼間は暑いくらいだ
けど夜は 3 ～ 4 度まで冷えるので寒さ対策を！焚き火は
化繊のアウターは NG、木綿か穴ぼこ空いてもいい洋服で
ね！テントサウナもあるので水着とお着換えポンチョとか
いるよ～、飲み物、特にアルコールは好きなだけ持参！な
どといわれ、あっという間に大荷物。キャンプってとにか
く荷物が多いんですね…。
　キャンプ場に行く前には、天竜川沿いに広がる街並みと
中央アルプスが観える絶景ポイント「福島てっぺん公園」（長

野県下伊那郡豊丘村）へ！展望台には竹ぼうきが置いてあり、ほうき
にまたがってジャンプをして、空を飛んでいるような映え
写真を撮る場所なのです。もちろんしっかり飛んできまし
た（笑）。
　その後、虻

あぶかわ

川渓谷にある直径約 7m、日本最大級のポッ
トホールを見に「大

だいみょうじんふち

明神淵」へ。ポットホール近くまで行
くには川沿いの岩壁の鎖と金属のステップの、まるで宙に
浮いているような道をアスレチック的につたい歩き。ス
テップは間隔も広めで損傷もありドキドキしましたが、こ
こはかなり楽しめました♪キャンプ場にあるテントサウナ
では、この虻川の上流に飛び込みましたが心臓が止まるか
と思うほど水温が低く最高でした（笑）。
　夕食は腕に自信のある面々がじゃんじゃん料理を作って
くれて、私は食べる＆飲む専門（笑）。焚き火の炎を見つめ、
自然と一体になった贅沢な時間を過ごしました。考えるよ
り感じる時間って大切だなぁと実感。非日常の時間を過ご
すことで心のフル充電完了です。帰りには「まぼろしのお米」
とも呼ばれている愛知県の「ミネアサヒ」を手に入れたので、
お腹もフル充電できそうです♪（みんみん）
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■ 「気分変えようとしてるんじゃ
ん！（東京女子）。そ や な ぁ …（大阪

男子）。（二人の間の重い空気の車内でも）御堂筋はこんな日も
一車線しか動かない（ドリカム / 大阪 LOVER）」。食い倒れ
の町、商人の町、そしてモノは定価で買わないという派手な
虎系のおばちゃんたち。大阪の“ほんまもん”を見る目は現
実的で鋭い。NHK 朝ドラ「ちりとてちん（2007 年後期）」でも、
スランプに陥ったヒロインに（きつねうどんでも）食べない
と元気が出ないと声をかけるシーンがある。見かけのカッコ
良さよりまずは食べる事が大事！東京のカレシが目の前に居
ても、“鉄板”を目の前にロン毛を一つにまとめて“コナモン”
に一点集中特化する友人の大阪女史を思い出す。
　江戸は八百八町、大坂は八百八橋。縦横する水路運河とと
もに、壁ではなく橋をも築き向こう岸の人との往来と交流を
盛んに紅

こうとうりょくしゅ

灯緑酒、百花繚乱（百家争鳴？）如く市
し せ い

井の有様を
現在のしかるべき国の指導者にも示したいほどのエネルギー
をこの町には内在している。ところで、谷崎潤一郎の「細雪」
では、船場から芦屋に移る際、四姉妹はそれを「都落ち」と
言う。「河はいくつもこの街流れ、恋や夢のかけらみんな海
に流していく（上田正樹 / 悲しい色やね）」のように、実は
それぞれの“ため息”までも包み込むやさしい水辺の都かも
しれない。京都の方も大阪を「他府県」と親しみを込める。
　「2025 大阪・関西万博」で世界が注目する大阪だ。首都圏
を中心とする東日本は、東京らしさを求める文化圏であるが、
関西は、個性強い国が隣接する欧州のようだと元祖ジャパン
ダイバシティと評する神戸の友人がおる。奈良・京都の古都
歴史文化を肌で感じながらも世界を意識した研究開発、経済
振興を大阪大学がコアに更にもっと！期待したい。（大阪に
米国大統領がおる？梅

バイデン

田。京都に近いと上
ジ ョ ー バ イ デ ン

梅田？“杉のお山”）

編集後記

・お詫びと訂正
　2024 年 9 月号（No.360）の P.30 において、当紙面
とは関係のない「リード文」掲載がありました。
　この場をお借りして、ご執筆者及び関係者の方にはお詫び
申し上げます。
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